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　2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災による甚大な被害を受け，日本では，これまでの
防災対策の見直しが行われている。東日本大震災が日本社会に与えた最も大きな変化として家
田は，｢ 第一に，頻度が少ないとはいえ巨大津波のような自然災害が起こりうるということ，








　これは，Ahern	の Safe	to	Fail の考え方とも共通している。Safe	to	Fail の考え方として
は，都市社会が持続性を維持していくためには，Fail	 to	 Safe という考え方だけでは無理が
あり，システムも社会も Fail はするけれどもそれが致命的にならないための備えをどうする








































注	1-5)	浦野	正樹 ,　大矢根	淳，吉川	忠寛	編 :	復興コミュニティ論入門 ,	弘文堂 ,	2007.12
注	1-6)	近藤	民代：災害発生後の国・被災自治体による初動対応　-わが国の危機管理システムの到達点と今後
								の課題 -,	減災，山海堂，Vol.1，		pp.92-105，2006
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































注 1-11)	デジタル大辞泉 ,	小学館 ,	2012
注 1-12) 中国新聞 Web 版：トリアージできるのか　南海トラフ最終報告 -社説 -	,	2013.5.30
　　　　http://www.chugoku-np.co.jp/Syasetu/Sh201305300081.html	( 閲覧日 :2013.10.10)

























































































































































































注 1-16)	安田	真明：災害時のボランティア活動の実際と災害ボランティアセンターの運営～台風 23 号豪雨災害




注 1-18)	アジア防災センター :	インドネシア　スマトラ島沖地震に係る緊急調査 ,	2009.10.9
注 1-19) 山本	博之 :	インドネシア被災地の現状と今後の課題	:	津波後のアチェに見る外部社会と被災社会の
								交わりの形 ,	国立民族学博物館調査報告	73,	pp71-82,	2007.12.24
























られるものとして，POSKO というものがあり，災害後の現地レポートからも , その存在が確認
できる注 1-17) 注 1-18)。	こうした POSKO は，災害の種類に関係なく , 災害対応の拠点として設置
されており,机があるだけのものから日本の避難所のようなものもある。写真をみる限りでは，
































　POSKO には机をおいて POSKO と書かれた紙が張られているだけの簡易なもの ( 写真１−１,
写真１−３) や，小型のテントを利用したもの ( 写真１−２,	写真１−４)，大型のテント ( 写真















　以上のことから，POSKO は，看板を掲げるだけで POSKO として認識されており，主に仮設の



























　そこで本研究では , アダプティブ・ガバナンスを , Ⅰ：自主的に設置された仮設災害対応
拠点としての POSKO のアダプティブネスと , Ⅱ：自主的に設置された仮設災害対応拠点とし










られることから , 本研究では，インドネシアにおいて POSKO が設置された特徴的な３事例を
対象とし , それぞれの事例での主体による POSKO の使いこなしを分析対象とする ( 表１−１)。
Ⅰ：自主的に設置された仮設災害対応拠点としての POSKO のアダプティブネス
　POSKO は，インドネシアにおいて広く民生化した存在であると考えられるが，文献で紹介さ
れている POSKO には様々な形態や役割がみられる。そこで，POSKO を“仮設”の“災害対応拠
点”としてとらえると，誰もが POSKO として認識する "コア "となる機能と，設置者が目的を
達成するために POSKO を設置する際に決めた "サブ "の機能があると考えられる。こうした機









る。また , 火山噴火災害時には , 居住地から避難することが必要になることも考えられる。
　こうした避難生活と POSKO のアダプティブネスの対応を，農村部に被害が集中し，支援元
となりえる都市部の被害が軽微であった，2006 年のジャワ島中部地震 ( 第３章 ) と全域的に
都市部に被害が発生した 2009 年の西スマトラ地震 ( 第４章 ), 広域避難が行われた 2010 年メ
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況が変化し , 長期にわたることが挙げられる注 1-27)。
　こうした災害の違いに対して，災害の特徴を踏まえた上で，POSKO がどのようにアダプティ




















　地縁組織の活動が盛んであると考えられる農村部に被害が集中した事例 ( 第３章 ) と，農
村部に比べ地縁組織の活動が活発ではないが，行政の体制が整っていたと考えられる 2009 年




　また , インドネシアでは，スマトラ沖地震・津波以降，国内の NGO 組織の活動が盛んになっ
てきており，近年では，災害対応へ NGO 組織の関わりがみられるようになってきている。
注 1-27) 水谷	武司 :	自然災害の予測と対策　地形・地盤条件を基軸として ,	朝倉書店 ,	2012
注 1-28)	RT(Rukun	Tetangga) は，日本の隣組のような地縁組織であり，およそ 30 ～ 50 世帯，RW(Rukun	Warga) は，	
						日本の町内会のような地縁組織であり，およそ 8～ 15 の RT で構成されている。日常生活やコミュニティ活
						動の基礎単位の１つで,RTの組長は市役所の窓口業務を担い,出生,死亡届,居住証明書を管理する。また,RT
						では RT 内の道路や溝の掃除 ,夜警 ,薬剤散布 ,葬式の手伝い等が行われている。
20
　特に 2010 年のメラピ火山噴火災害は NGO 組織が主体的に関わり，支援側が POSKO を設置し
た事例である ( 第５章 )。火山噴火災害ということで，多くの被災者が行政区を越えてバラバ
ラに避難したことから，行政や地縁組織での対応が困難であり，行政区にしばられない活動
















おいて災害対応時に設置される POSKO を取り上げ，POSKO の有効性を検討するフレーム設定を
行う。
　第２章では，文献資料のレビューを通じて，インドネシアの社会構造とインドネシアにお























ティブネスと POSKO の運営に関わるガバナンスの２つの視点から共通の知見を見出し , 災害
対応拠点としての POSKO の有効性の検証を行う。




の調査は困難であり，調査時点ですべての POSKO は閉鎖されていた。しかし，POSKO が閉鎖さ
れ，落ち着いた状況であるからこそ，設置から閉鎖にいたる時間経過の中で，各主体によっ
て自主的に運営される POSKO がどのように対応したかを明らかにできるとの判断から，実際
に POSKO の運営を行った当事者に対する聞き取り調査を中心に可能な限り POSKO の実態を把
握することに努めた。














　   航空写真，現地地図を元に，POSKOの
　   設置場所の目安となる調査地図を作成
２：POSKOの設置場所・設置者に関する調査
　   国家防災庁，地域の役場， 地域住民への
　   聞き取り調査から POSKOの設置場所と












　   実際の POSKO設置者に対して，調査シ








　   調査シ ートで予定していなかった質問に
　   関しては，複数回の聞き取り調査を行い，
　   同一レベルのすべての POSKOにおいて，
　   比較が可能なように情報を集める






　   当時の写真データ等が利用可能な場所に
　   おいて，データや利用者への聞き取り 調
　   査から，POSKOの空間構成を再現
　   
０：調査開始段階
　   調査時には POSKOは全て閉鎖




　　　：設置者　　　   ：調査項目　　　   R
図１−７.	POSKO の調査方法
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てきている。近藤 (2006)注 1-29) は，命を助ける限界としても知られる災害発生から 72 時間を
初動対応期とし，阪神・淡路大震災のレビューから，初動対応の問題点として，①初動体制
の確立，②被害情報収集 ( 被害状況の把握 )，③広域応援などに伴う組織間調整，④意思決
定・判断があるとし，それらを引き起こした全体的な要因として，第１に「地域防災計画の
不備」，第２に「起こりうるリスクの同定が甘すぎた」ことを挙げている。また，近藤 (2006 Ⅱ )






とを指摘している。そして，吉井 (1998)注 1-31) の言葉を借り，「断片的な情報の収集に振り回
され情報を総合的に分析し，適切な意思決定に結びつける」ことが重要であるとしている。
















注 1-30)	近藤	民代	, 越山	健治	, 林	春男 ,福留	邦洋	, 河田	恵昭 :地域安全学会論文集	(8),pp183-190,	2006
注 1-31)	吉井	博昭 :	初動体制の課題とあり方 ,震災対策国際総合検証事業	検証報告	第 1巻	防災体制 ,1998
























ら，山内ら (2013)注 1-38) は，地域コミュニティや自治会の日常活動が住民間の交流をもたらし，
注 1-33)	中林		一樹：大都市居住者の防災意識形成と災害対応力に関する研究 ,	都市計画	別冊	(18),	
									pp187-192,1983.11
注 1-34)	小野寺	良二 ,	濱野	強 ,	石田	祐 ,	渡邉	敏文 ,	藤澤	由和	：ソーシャル・キャピタルが地域の防災活動
								に及ぼす影響についての実証的検証	-山形県自治会での事例から-,鶴岡工業高等専門学校紀要	第 44号 ,
								pp45-50,	2009.10
注 1-35) 中西	弘和 ,	北後	明彦 ,	中谷	愛理：相互支援意識構築に向けたマンション内コミュニティに関する研究 ,




								日本建築学会計画系論文集	第 609 号 ,	pp77-84,	2006.11
注 1-37)	岡西	靖 ,	佐土原	聡：自治会町内会における日常活動と災害対策活動の関係に関する研究 ,
								学術講演梗概集 .F-1,	都市計画 ,	建築経済・住宅問題 ,	pp	339-340,	2007.07




象として，自治会の活動を日常活動 ( 自治会で行っている日常的な活動 )，災害時の自治会の
活動 ( 東日本大震災時に自治会として行った活動 )，防災活動 ( 日常活動のうち防災を主題と






























注 1-40)	宮内	泰介：なぜ環境保全はうまくいかないのか―現場から考える「順応的ガバナンス」の可能性 ,	新泉社 ,
								pp.	15-28,	2013.2.28










摘した山本の研究 (2010)注 1-45) や，ジャワ島中部地震の際に POSKO が，集落における緊急時の
共同空間の１つとして設置され，震災後も用途は変更されたが，新たな共同空間として利用
されていることを指摘した山崎らの研究 (2009)注 1-46)，POSKO が，住宅を失った被災者の生活










注 1-42) 矢守	克也：防災教育のための新しい視点 -実践共同体の再編 -, 自然災害科学 75,	Vol.24,	No.4,	2006.2
注 1-43)	矢守らは , 注 1-45) において実践共同体とは ,「ある < 実践 > に関与する人びとと < アーティファクト >
　　　　のまとまりのことである。　- 中略 -　本理論で言う実践共同体には , 人間だけでなく ,< アーティファク
　　　　ト >( 先述の通り , モノや制度など ) も含まれるのである。つまり , 実践共同体において , 人びとは他の
　　　　人びとや < アーティファクト > と一定の関係を結びながら（< アイデンティティ >）, 共にコトをなす（<
　　　　実践 >する）わけである。」と述べている。
注 1-44)	孫	英英 ,矢守	克也 ,近藤	誠司 ,谷澤	亮也 :実践共同体論に基づいた地域防災実践に関する考察 -高知	
								県四万十町興津地区を事例として -,	自然災害科学 103,	Vol.31,	No.3,pp217-232,	2012.	11
注 1-45)	山本	博之：人道支援活動とコミュニティの形成 ,	林勲男編著 ,『みんぱく	実践人類学シリーズ 9	
　　　　自然災害と復支援』,	明石書店 ,	pp362-382,	2010
注 1-46)	山崎	義人 ,	田中	貴宏 ,	山口	秀文 [他 ]：	伝統的な建物配置や敷地構成の居住環境の再建への影響












































注 1-48)	紅谷	昇平 ,福留	邦洋：新潟県中越沖地震における柏崎市コミュニティによる避難所運営の取組 ,
								地域安全学会梗概集 (23),PP.21-24,	2008.11
注 1-49)	坪川	博彰 ,長坂	俊成 ,臼田	裕一郎：災害リスクシナリオを用いて避難所運営を理解する試み	:	
								災害リスクガバナンス構造の再編を目指したリスクコミュニケーションに関する研究 ,
								地域安全学会論文集	No.10,PP511-519,2008.11
注 1-50)	寺川	政司 ,塩崎	賢明 ,平山	洋介 ,児玉	善郎 ,工藤	和美：	阪神・淡路大震	災における非公式避難所
								< テント村 >の形成過程に関する研究その１-3, 日本建築学会大会学術講演梗概集 (北海道 ),
								pp371-376,	1995
29
　また，松井 (2013)注 1-51) は，POSKO に近い概念として，大災害に備えるために，国民が防災
専門機関への全面依存体質から脱却して，自主的な防災活動を行えるような「地域防災プラッ
トフォーム」の構築の必要性を指摘している。「地域防災プラットフォーム」は，「特定の範
囲の住民間の親睦や相互扶助，まちづくり，行政活動の補完 ( 行政協力 ) などにとどまらず，































								ために -, 広島経済大学研究論集	第 35 巻	第 4 号 ,	PP63-75,	2013.3
30
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制の整備経緯を把握する (２−３)。その上で，自然災害後の NGO の報告書等の記録からインド




ワ島，バリ島，スマトラ島等の 1万 8000 以上にも及ぶ大小の島々によって構成されている (図
２−１)。面積は約 191 万㎢ (2010) で日本の約 5 倍である。首都は，ジャワ島西部に位置する
ジャカルタである。人口は，約 2.4 億人 (2010) で世界第 4 位であり，その約 6 割にあたる

















注 2-4)	大槻	重之：インドネシア専科 ,http://www.jttk.zaq.ne.jp/bachw308/	( 最終閲覧日：2013.11.27)







































































　地方自治体の財源は , 国からの移転財源が中心となっており , 地方税は , 自治体歳入の 10%
に満たない。一方で ,1999 年に国会が地方分権を議論した際に , 天然資源に恵まれた地域が
地域経済に対し十分な還元を行わないで天然資源を開発する場合には , 国家の統合から離脱
すると主張した結果 , 林業・鉱業・水産業の天然資源からの収入の 8 割は地方に与えられる
ようになり , 過大な財源を持つ地域が生まれた ( ただし石油は 15%，天然ガスは 30% に制限 )








d. 法令に基づき村に委譲されたその他の事務等であり ( 法第 206 条 )，具体的な事務には下
水路の清掃，植林活動，礼拝所の整備等の共同事業が含まれ，その実施は住民のゴトン・ロ
ヨン ( 相互扶助 ) の精神による注 2-8)。
　村は，地縁的・慣習的なコミュニティで，複数の集落 (Pedukuhan) で構成され，集落は RT/
RW によって構成されている ( 図２−２)。村は自治権を有しており，自主財源を持ち , 村落条
例を制定し , 内政を実施する権利をもつ自治単位である。村には , 村長と村議会があり，共
に村民の直接選挙によって選ばれている注 2-6)。村長は 5 年の任期があり，在任期間中は県政
府から若干の報酬補助を受ける。
　村議会は , 村の議会的役割を果たす機構で , 村長が村条例を制定する際には , 村議会での
議論と合意が必要となる。村長と村役人は協議会を兼務することは出来ない。
　RT(Rukun	 Tetangga) は，日本の隣組のような地縁組織であり，およそ 30 ～ 50 世帯，
RW(Rukun	Warga) は，日本の町内会のような地縁組織であり，およそ 8 ～ 15 の RT で構成され
ている。RT/RW は，1947 年の「内務大臣声明」において，「政府の支援・保護を受けている公
注 2-6)	大槻	重之：インドネシア専科 ,http://www.jttk.zaq.ne.jp/bachw308/	( 最終閲覧日：2013.11.27)
注 2-7)	井川	博：インドネシアにおける地方分権と地方財源	- シンポジウム「地方分権と地方財源」での報告と














Maplecroft 社が過去 30 年に発生した豪雨や洪水等の自然災害発生件数，犠牲者数の対人口比
率を元に算出した自然災害危険度数(NDRI)では，バングラディシュに次いで世界第二位となっ
















































































注 2-12)	防災科学技術研究所	HP:	http://www.isn.bosai.go.jp/	( 最終閲覧日 :2014.1.27)
注 2-13)	USGS	HP:	http://www.usgs.gov/　( 最終閲覧日：2014.1.27)
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　環太平洋造山帯に位置するインドネシアは，マグニチュード 4 以上の地震が年平均 400 回
以上発生する地震多発地域 ( 図２−４) となっている。また，インドネシアには 129 の活火山
が存在し，メラピ山をはじめとする 17 の火山が活発な活動をしている（図２−５）。
　さらに，地震や火山噴火に伴う津波も頻繁に発生している。1600 年以降の約 400 年の間に




死者 ･ 行方不明者 80 名，経済被害は 5.18 兆ルピアに及んだ。さらに，火山地域や地質構造
の弱い地域も多いため，雨期の降雨や地震，火山活動による土砂災害も全国各地で発生して

















注 2-17)	CARE	HP:CARE の支援地域 ,インドネシア　
　　　		http://www.careintjp.org/area/w07.html	( 最終閲覧日：2014.1.27)
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	2011 年のインドネシアの実質 GDP は 8,456 億ドルであり , 世界第 16 位である。一方で , 一




























































　インドネシアの災害対応体制は，1966 年に，自然災害管理諮問委員会 (Advisory	 Board	










　1990 年には BAKORNAS	 PBA は，国家災害管理調整局 (BAKORNAS	 PB:National	 Coordinating	






　1999 年 9 月 2 日には，大統領令 106 番 /1999 により法律を改正し，BAKORNAS	 PBA は，自
然災害から人的災害さらに政情不安・国内避難民対応にまでその責務を広げ，国家災害管
理 / 国内避難民調整委員会 (BAKORNAS	 PBP:	 National	 Coordination	 Board	 for	 Disaster	
Management	and	IDPs) となった ( 図２−８)。
　BAKORNAS	 PBP は副大統領直轄の機関となり，副大統領のもと，13 名の大臣と関係機関の長
( 内務省，国防省，社会省，保健省，公共事業省，運輸省，農業省，林業省，環境庁，研究・
技術庁，通信情報省，国軍，国家開発計画庁 ) が常勤のボードメンバーとなり，災害時には，



























































































国際機関や援助国等の協力を得ながら，2005 年 4 月 15 日に策定した。ブループリント発表
から 2 週間後の 4 月 29 日には，インドネシア政府のアチェ州とニアス島の復旧・復興計画
を実施する責任機関として，さらに国際機関や NGO も含む海外や国内からの支援機関との調
整機関として，アチェ・ニアス復興庁 (BRR:	 Rehabilitation	 and	 Reconstruction	 NAD-Nias	
Executing	Agency) が設立された。
　BRR はインドネシア大統領令により 4 年間の期限付きで設立された組織であったため，2009
年 4 月 16 日に解散したが，その時点では , 復興事業は完了しておらず，信託基金も残ってい
たことから (435,300	 US ドル )，BAPPENAS とインドネシア財務省が中心となり基金の管理と
プロジェクトの総括監理を行い，継続中のプロジェクトのコーディネートのために新たにア
チェ / ニアス復興継続局 (BKRA/BKRN:	Aceh/Nias	Sustainable	Reconstruction	Agency) を設
立した。BKRA と BKRN は ,2009 年 12 月 31 日でその役割を終え，その後の復興事業はすべてア
チェ州および北スマトラ州政府の責任で行われることとなった。
　スマトラ沖地震・津波発生前までは，インドネシア政府としての災害復旧・復興計画の立
案は BAPPENAS が行い，実施は BAKORNAS	 PBP が災害緊急対応を中心に地方自治体をサポート
する体制で臨んでいた。しかし，スマトラ沖地震・津波を契機としてインドネシア国内での












　スマトラ沖地震・津波を受け，2005 年には大統領規則 83 号によって BAKORNAS	 PBP は，国
家災害対策調整庁 (BAKORNAS	 PB) となった。さらに，防災・災害復興関係の法律として災害
対策基本法や全国レベルでの防災計画の整備も進められた。
　防災計画は，2005 年 1 月に神戸で開催された「国連防災世界会議」で採択された「兵庫行
動枠組」の目標および優先課題に沿った戦略的な防災力強化のための計画である。「兵庫行動













　災害リスクの軽減および管理をより着実かつ緻密に行うことを目的として，2007 年の 1 月
に防災のための国家行動計画 (2006–2009)	(National	Action	Plan	for	Disaster	Reduction	
2006-2009) がまとめられた。また，議員立法として 2006 年に提案された災害対策基本法も「兵
庫行動枠組」をインドネシアで実施に移すためのものとして 2007年 4月 26日に法制化された。
	災害対策基本法の中で BAKORNAS	 PB に代わる国家防災庁 (BNPB) の設立が義務づけられた。
さらに州・県・市レベルの防災組織であった SATKORLAK および SATLAK も組織換えされ，地方
防災庁 (BPBD:	Regional	Disaster	Management	Agency) として再編されることとなった。
　災害対策基本法の中では，6 ヶ月以内 (2007 年 10 月 26 日が期限 ) に BNPB を設立するよう
に規定されていたが，設立が宣言されたのは 2008 年 1 月 26 日発布の大統領令であった。こ
れにより，独立した新たな災害管理・調整機関として国家防災庁 (BNPB:	 National	 Disaster	
Management	 Agency	 ) が設立された ( 図２−９) が，当初は形だけの宣言であり，実際に組織
として動き出したのは 2008 年の後半に入ってからであった注 2-23) 注 2-24) 注 2-25) 注 2-26)。
　BNPB の管理運営委員会は，10 の政府機関 ( 内務省，社会省，公共事業書，警察，国軍など )
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　POSKO はインドネシア語の『Pos』( 拠点 ) と『Komando』( 命令 ) もしくは『Kordinasi』( 調
整 )，『Koperasi』(共同 )の合成語とされている。インドネシア語圏の人は主に『Pos』『Komando』
の合成語と言っており，インドネシア軍のベースキャンプが元になっている注 2-30)。
　正確な記録として Command	 Post としての POSKO の存在を確認できるのは，1948 年の記録
で，「Failure counterattack the enemy forces to save the region's defense forces and their Imam folk 
inhabitants. When the defense outposts are located in the village Hezbollah Gentong, Bukir and Sangar. 
That's why, Imam Cs increasingly have the opportunity to intensify attacks against the enemy in the 
town center. They conduct guerrilla attacks, especially at night until the end of 1948, "said H. Satoeri. To 
close a position fi ghter with the centers of the presence of enemy forces, Imam forces shaping command 
posts ( POSKO ) in the area of  the city. It was conducted after priest Cs. join the struggle comrades TRI 
Hezbollah forces claim to move to a republic. There are fourteen post established in eleven villages 
Pasuruan region, namely a post each built in Sangar, Bangilan, Mayangan, Tamba'an, Gentong, Sebani, 
Wirogunan, Purutrejo, Kepel / Tapa ' s, and Petung / Bakalan. While in Kebonsari established four posts. 
Four posts in Kebonsari and a post in Bangilan is closest to the location of enemy forces based in the city 
center . The posts were used during 1948. An ex- post left and has not changed until now ( deliberately 
not changed the building, the walls remain of the wooden planks ) is located at Jalan Diponegoro, 
Kebonsari, which is a small mosque. Pasuruan community call Violate 」とあり，11 の村に 14 の
Command	Post としての POSKO が設置され ,1948 年に利用されていたことが分かる注 2-31)。
　また，1965 年に発生したインドネシアの軍事クーデターである 9 月 30 日事件においても，
戦略上の理由から「pos	komando	(Posko)」を移動したという記録が残されている注 2-32)。
　インドネシア国軍の起源はオランダの植民地支配に対して戦うためのゲリラ部隊として発











注 2-32)	Sejarah	Kelam	Indonesia	1965	(1965 年インドネシアの暗黒の歴史 )	Blog 記事，
　　　		http://sejarah1965.blogspot.jp/,	（最終閲覧日：2013.11.28）
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注 2-33)	川村	康之 ,	柳原	透 :	インドネシア国軍の二重機能原則とその形成過程 ,	経済志林	66(1),pp251-279,
								1998.7
注 2-34)	西カリマンタン紛争 (1997)：西カリマンタン州の先住民族ダヤク人と移住民族マドゥラ人の紛争。50 年
　　　　代に大規模な衝突が起き，76 年には第２次衝突が起きた。93 年に，ポンティアナックでマドゥラ人とダ
　　　　ヤク人が衝突し，教会，モスクを相互に焼き討ち，96 〜 97 年に大規模な衝突が発生した。








　1965 年以降も，紛争や暴動が発生した際に，軍や警察によって , 当事者同士の仲介や地域
の安全確保を目的として ,Command	Post としての POSKO が設置されてきた。
　1997 年の西カリマンタン紛争注 2-34) の際や 1999 年のアンボン大騒乱注 2-35) の際にも軍や警
察によって POSKO が設置されたが，こうした紛争や騒乱対策の POSKO は，「One meeting of 
religious leaders was held in Ambon in mid - December. The atmosphere was so tense, According to one 
participant, that the Muslims left convinced that the Christians had Decided that the only way to address 
the problem was to rid the province of Muslim migrants. Leaders of both communities set up " post, " an 
acronym defi ned either as " communication post " or " command post " depending on the militancy of 
the defi ners. These posts, with networks of mosques and churches connected by cell phone or a regular 
telephone, were intended to alert the respective communities to any danger of provocation. In fact, once 
a fi ght broke out, they served as much to the spread of rumors and Mobilize communities.」注 2-36) と記
述にあるように，Command	 Post としてだけでなく，Communication	 Post としての役割も併せ
持っていた。
　さらに，2000 年には，「In Wamena, as elsewhere in Papua, the emergence of the pro-independence 
protest movement had been marked by the erection of simple community centers called posko (command 
post or communications post), usually a simple structure or shack at which neighborhood residents 
gather to discuss political events and matters of public interest. Such informal community centers had 
become important gathering points nationwide during the student uprising across Indonesia that led to 
the fall of Soeharto; in Papua, they became the central locus of pro-independence discussions and often 
featured display of the Morning Star fl ag.」注 2-37) とあり，POSKO は , 簡易な構造や掘建て小屋で地
域住民が集い，政治を話し合う場であったという記録があり，軍だけでなく地域住民がコミュ
ニティセンターとして POSKO を利用していたことが読み取れる。また , 近年では , 軍や警察
だけでなく , 消防でも Command	Post として POSKO を設置している。
52
２−４−２　災害対応拠点としての POSKO
　災害対応拠点としての POSKO としての最も古い記録は 1987 年のもので，「The Regional 
Government, therefore, gave special attention to this ploblem by creating a special Team called 
SATKORLAK-PBA (Coordination Unit for the Implemention Control of Natural Disasters) Sukabumi 
Regency Area Level Ⅱ . This is a coordinative team, created at Level Ⅱ based on the example of 
the West Java Province, which also has a similar Team on Provincial level. This Team is also created 
on District level and named POSKO-PBA (Command Post-Natural Disaster Control) and on Village 
level it is called the Village Sub POSKO-PBA. The SATKORLAK-PBA team basically has the task to 
coordinate the various departments/ instances/ institutions/ organizations and other related and interested 
parties concerned in their efforts to control natural disasters.」とあり , 郡や集落といったそれぞれ
のレベルで災害対応を行う際に POSKO を設置し ,POSKO を 1 つのチームとして , 組織間のコー
ディネートをするように州政府によって指示がなされている注 2-38)。
　2003 年のジャワ島の水害の際には，「Keberadaan pos komunikasi (posko) parpol awalnya dikenal 
sejak Kongres PDI Perjuangan di Padanggalak pada 1998 lalu. Posko saat itu dinilai sangat positif 
dalam membantu simpatisan PDI-P yang datang bagai air bah dari Jawa dan Sumatera untuk menghadiri 
kongres. Posko dipakai beragam aktivitas, dari tempat berkoordinasi antarkader, tempat istirahat, 
pengobatan sampai dapur umum. Adanya posko saat itu benar-benar multifungsi sampai akhirnya 
mengantarkan PDI-P meraih kemenangan. Terus, bagaimana pamor posko saat ini?」とあり，ある政
党によって	Pos	Komunikasi	( 協働 ) の場として POSKO が設置され，休憩，炊事など様々な活
動の場として被災者に利用されていたことが読み取れる注 2-39)。
　以降の大きな自然災害の現場においても Command	 POST としてだけでなく，Communication
や Coodination といった役割をもった	災害対応拠点としての POSKO に関する記録が多く残さ
れている。
　2006 年のジャワ島中部地震の後の PEACE	 BOAT の報告には，「インドネシアでは各集落ごと
に「POSKO（ポスコ）」という自警団のようなものを作っている。今回の地震でも，この POSKO
が各地域の「情報センター」の役割を果たしており，支援も NGO や軍から各地の POSKO へ，
POSKO から一般の人々へ，という流れになりつつあるようだ。」注2-40) といった記述があり ,POSKO
を拠点としてだけでなく , 組織として認識していたことが読み取れる。
　また，ジャワ島中部地震チャイルドドクター緊急支援チームの Blog では，POSKO を避難所
















注 2-42)	川村	晃一 ,	東方	孝之 :	国会議員選挙 -民主主義者党の勝利と業績投票の出現 -,	情勢分析レポート
								(14),	2009 年インドネシアの選挙 -ユドヨノ再選の背景と第 2期政権の展望 -, アジア経済研究所 ,
								pp13-37,2010
注 2-43)	本名	純 :大統領選挙 -ユドヨノ再選の権力政治と動員プロジェクト -, 情勢分析レポート (14),	
								2009 年インドネシアの選挙 -ユドヨノ再選の背景と第 2期政権の展望 -,アジア経済研究所 ,pp39-55,2010
２−４−３	選挙事務所としての POSKO
　インドネシアは独立以降（独立宣言 1945 年，（独立戦争の終結 1949 年），1955，1971，
1977，1982，1987，1992，	1997，1999，2004，2009 年と 10 度の総選挙を行った。このうちス
カルノ初代大統領下の 1955 年は比較的自由な選挙であったが，スハルト大統領下における 71
年から 97 年までの 6 度の総選挙には政府による厳しい統制と介入があった。スハルト体制崩
壊後に行われた 1999 年以降の総選挙においては，より民主的な手続きがとられるようになっ







ようにできていた POSKO が自主的に撤去されたり，まだ夕涼み等に使われている POSKO は赤
色が白に塗り替えられたりしていました。」といった記録が残されており注 2-44) 注 2-45)，選挙運
動を支援するための事務所のような形で政党が POSKO を多数設置・利用し，選挙後には撤去
していたが，一部は引き続き利用していた様子が読み取れる。





　この POSKO は，インドネシア全国に 1 万 1000 屋台 ( 費用は 1 件あたり約 200	 US ドル ) を
計画していた。POSKOは,黄色と緑の同じスタイルで装飾し,音楽が流れるPOSKO内には，Tシャ
ツ，帽子，ピン ,	CD など Wiranto-Salahuddin 氏のグッズが並べられていた。食べ物のメニュー
は ,Nasi	Goreng	Wiranto注 2-47),	Mi	Goreng	Wahid注 2-48) が 60 セント，飲み物は 30 セント前後
となっている。また，記帳をした人は 20％オフ，マスコミ関係者には 50％オフといった特典
もあった注 2-49)。








注 2-46)	Golkar：公務員・労組連合・全国青年委員会などを結集したインドネシアの政治団体 ,政党。立党原則を ,	
　　　　パンチャシラ（建国5原則）と1945年憲法に置いている。"Golkar"は	"Golongan	Karya"（職能集団）の略称。
注 2-47)	Nasi	Goreng：インドネシア風の焼飯。ご飯にエビ ,鳥 ,野菜などを入れて炒める。
注 2-48)	Mi	Goreng：中華そばにエビや野菜を入れて炒め ,魚醤やニンニクなどで味付けしたインドネシア風焼き
　　　　そば














　POSKO を設置して対応が行われる代表的な行事として ,Lebaran を取り上げる。Lebaran は，
イスラムのヒジュラ暦の第 9 月の日の出から日没まで，イスラム教徒の義務として行われる
Ramadan の断食明けの祝日である。イスラム教徒の“正月”のようなもので Lebaran の 2 日間
は国の祝日となる。
　都会で働く出稼ぎの人も年に 1 度の Lebaran を故郷で迎えるため帰郷することから，鉄道，
道路などの交通機関が大混雑となる。公式の祝日は2日間であるが，帰郷者が再び都会へ戻り，
日常生活に戻るまで 10 日から 2 週間ほどかかる。Lebaran の際には，各地の交通渋滞や事故
の対応にあたるために警察が POSKO を設置したという記録がある。POSKO には , 交通情報や休
憩のためのブースを設置し，帰郷者が休憩所として利用していた。
　多くの人々が帰郷することとなり，交通事故や渋滞が発生することから , 警察が POSKO を
設置してきた。2001 年の 12 月には，Lebaran とクリスマス，2002 年の新年が重なることから，
西スマトラ警察が，50 地点に POSKO を設置し，1000 人の警官を配置した。設置場所は事故の
危険性の高い場所が選ばれ，POSKO ではドライバーの支援が行われた注 2-51)。
　写真２−２は，Lebaran の際に警察が設置した POSKO の一例である。この POSKO には，24
時間警官が常駐し，医療拠点，レッカー対応，一時的な休憩所としての機能があり，主要な














写真２−３.	Lebaran の際に設置された POSKO １
出典：Viva	News注 2-54)
写真２−４.	Lebaran の際に設置された POSKO ２
出典：Motor	OTOMOTIFNET.COM注 2-55)
　また , 保健所は , 帰郷者向けの救護所として主要ルート沿いに POSKO を設置し , それぞれ
に医者 , 看護婦 , 助産師を配置し , 医療サービスを行っている。POSKO での処置が困難な際に
は , 地域の病院とも連携する体制がとられていた注 2-53)。
　2004 年以降には ,『Pos	 Koordinasi』	として KAWASAKI や HONDA といったバイクや自動車会
社が Lebaran の際に，臨時のサービスエリアとして各地に POSKO を設置した。POSKO では , 自
動車やバイクの整備サービスが行われた。こうした POSKO の一部は 24 時間利用できるものも
あり，無料でインターネットへの接続，トイレ，マッサージなどのサービスも提供していた ( 写
真２−３，写真２−４)注 2-54) 注 2-55)。
　こうした Lebaran の際には , 企業だけでなく政党も POSKO を設置する事例がみられる。
2013 年には , イスラム保守政党の福祉正義党 (Partai	 Keadilan	 Sejahtera) がインドネシア
全体に 333 カ所の POSKO を設置し , マッサージ , インターネット , 水 , 紅茶 , コーヒーの提
供といったサービスを無料で提供していた注 2-56)。	
２−４−５　インドネシアにおける POSKO 利用の歴史
　表２− 1 は，インドネシアの主な出来事と自然災害および POSKO 設置の歴史に関してまとめ
たものである。災害対応のための POSKO は 1990 年代から設置され始め ,2000 年以降は多くの
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自然災害の際に設置されていることが分かる。1990 年は，BAKORNAS	 PBA が，BAKORNAS	 PB へ
と改組された年であり，被災直後の対応において , 軍隊との直接の調整も行うことができる
ようになった時期とも重なっている。
	また ,1990 年以降は，徐々に被災者，支援者による自然災害後の対応拠点として POSKO を設
置する事例が確認できる。
　写真２−５〜写真２−１４は , インターネット上で確認できる自然災害時に設置された POSKO
の写真を集めたものである。以降では , これらの写真データと写真に添えられている記事を
元に ,POSKO の形態を見ていく。
　写真２−５は , 水害時に大学教授によって大学のキャンパスに設置された POSKO で , 小型の
テントの下に机が置かれ必要な支援に関する情報がホワイトボードに書かれ , 椅子の上には
募金箱が置かれている。
　写真２−６も水害時に設置された POSKO で , 大学生達が被害者への支援を目的に広場に
POSKO を設置した。写真からは , 道路沿いの歩道に POSKO が設置されており , 幕には ,「ジャ
ワ中部洪水ケア POSKO」とある。
	写真２−７は , 洪水時に Gereja	 Masehi 教会の庭に設置された医療用 POSKO で , インドネシ
アの航空会社であるガルーダインドネシアの支援によって無料で医療サービスを受けること
が出来る。テントの内部には椅子と机が並べられ , 支柱には扇風機も設置されている。
































　写真２−９は , 地滑りのあとに設置された POSKO である。建物の軒先に机が並べられており
4人の男性が座っている。壁には地滑りの写真や支援者の情報が書かれた紙が掲示されている。
　写真２−１０は , 洪水時に体育館を利用して設置された POSKO, 写真２−１１は , 火山噴火時
にモスクを利用して設置された POSKO, 写真２−１２は洪水時にバス停に設置された POSKO で
























　写真２−１３は , 洪水時に役場の Pendopo注 2-67) に設置された POSKO である。POSKO のキャパ
シティは 1,500 人程であるが , 写真が撮られた時点では , 利用者はまだ少数に留まっている
ことが分かる。
　写真２−１４は ,BPBD( 地方防災庁 ) のオフィスを利用して設置された POSKO である。建物
の壁には「干ばつ災害 POSKO」と書かれている。BPBD は , 平時から地方で防災活動を行って
いる組織であり , 写真からは , 干ばつに対応するためのユニットが設置されていたことが推
測される。
　
　POSKO の形態は多様なものであるが , 新設するだけではなく , 既存の建物を利用し ,POSKO
の機能のみをインストールするといった対応も可能であることが分かる。設置者は自主的に
















　POSKO はインドネシア語の『Pos』( 拠点 ) と『Komando』( 命令 ) の合成語であり，インド
ネシア軍のベースキャンプが起源とされている。1949 年にはインドネシア軍の記録として，
POSKO の存在が確認できる。1960 年代や 1990 年代にインドネシア国内で紛争や暴動が発生し
た際に，鎮圧のためだけでなく，被害の拡大を防ぐために紛争者間の仲介や地域の安全確保




　こうした POSKO は，1990 年代から自然災害時にも設置されるようになる。この 1990 年は，


























　報告と議論③ -, 都道府県展望	624 巻 ,pp32-35,	2010.9
































●	Sejarah	Kelam	Indonesia	1965	(1965 年インドネシアの暗黒の歴史 )	Blog 記事，
　http://sejarah1965.blogspot.jp/,	（最終閲覧日：2013.11.28）




















●	川村	晃一 ,	東方	孝之 :	国会議員選挙 -民主主義者党の勝利と業績投票の出現 -,	
　情勢分析レポート (14),	2009 年インドネシアの選挙 -ユドヨノ再選の背景と第 2期政権の展望 -,
　アジア経済研究所 ,pp13-37,2010
●	本名	純 :大統領選挙 -ユドヨノ再選の権力政治と動員プロジェクト -, 情勢分析レポート (14),	
　2009 年インドネシアの選挙 -ユドヨノ再選の背景と第 2期政権の展望 -, アジア経済研究所 ,
　pp39-55,2010
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royong と呼ばれる相互扶助の精神を活かした取り組みによって，被害を受けた住宅の約 8 割













当時 Canden 村内に設置された POSKO の設置場所および運営体制を把握していく。
　現地調査では，Canden 村内に設置されたすべての POSKO に関して，Canden 村役場の担当者
および実際に POSKO の運営に関わった人物に対して，設置から閉鎖に至る経緯を，調査票を
用いた聞き取り調査を行った。
　POSKO は仮設的に短期間だけ利用するものであり，最初の調査 ( 震災から約 2 年半が経過 )






　   航空写真，現地地図を元に，POSKOの
　   設置場所の目安となる調査地図を作成
２：POSKOの設置場所・設置者に関する調査
　   国家防災庁，地域の役場， 地域住民への
　   聞き取り調査から POSKOの設置場所と












　   実際の POSKO設置者に対して，調査シ








　   調査シ ートで予定していなかった質問に
　   関しては，複数回の聞き取り調査を行い，
　   同一レベルのすべての POSKOにおいて，
　   比較が可能なように情報を集める






　   当時の写真データ等が利用可能な場所に
　   おいて，データや利用者への聞き取り 調
　   査から，POSKOの空間構成を再現
　   
０：調査開始段階
　   調査時には POSKOは全て閉鎖

































Ngibikan 集落 RT5 では，建築家の Eko	 Prawoto 氏 ( 以下，Eko 氏 ) によって住宅の再建過程
が継続的に写真におさめられていた。
　これらの写真は，Ngibikan 集落の RT5 における住宅の再建過程を対象としたものであるが，
写真の中には RT 内に設置された POSKO の様子を確認することが可能なものもあり，POSKO の
空間性および詳細な利用実態を把握することが可能な資料であると判断した。
　Eko 氏から提供を受けた写真データを参照しつつ，実際に POSKO を利用していた地域組織の
代表者と住民への聞き取り調査からより詳細な POSKO の利用実態および POSKO として利用し
ていた空間を把握する ( ３−４) ことで，災害対応拠点として POSKO のはたした役割を明らか
にすることとした。
　現地調査は，2009 年 2 月〜 2011 年 3 月にかけて計 4 回，Canden 村の Ngibikan 集落を中心
に継続的に実施した。
３−１−３　ジャワ島中部地震の概要
　2006 年 5 月 27 日午前 5 時 54 分 ( 現地時間 ) にインドネシアのジャワ島中部のジョグジャ
カルタ近郊でマグニチュード 6.2 の地震が発生した。この地震による死者数は 5,700 名以上に
のぼり，負傷者数は37,000名以上，被害家屋数は約20万戸といわれている(図３−２,表３−１)
注 3-2) 注 3-3)。
　人的・物的被害はジョグジャカルタ市の南に位置する Bantul 県の農村集落が中心であり (図





レンガ造 ,木造の瓦葺であり ,大きな被害が発生した (写真３−１，写真３−２)。
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　被災者に対する金銭的支援も早い段階で決定し，5 月 29 日にはカラ副大統領が，米の配給
および食料・衣料などの生活必需品の購入資金の支給を行うこと，家屋の被害に対しても，











　震災直後から自力による仮設住宅の建設が始まり，2006 年 10 月からは POKMAS とよばれる
グループ毎 (1 グループ	15-18 人で構成 ) に，インドネシア政府は住宅再建支援金を給付し，
共同作業による恒久住宅の再建が始まった。その仕組みは世界銀行によるアチェの復興事業
の中で採用されていたコミュニティ・ベースの住宅建設とほぼ同様であった。
　POKMAS は，『kelopok』( グループ ) と『masyarakat』( コミュニティ ) からつくられた造語
である。各 POKMAS には，議長，秘書，会計担当の 3 役が置かれ，政府からの支援をグループ
として受け取り，自主的に運営していく。支援金は恒久住宅の建設資金のみであり，仮設住
宅への援助はない。この POKMAS の構成や住宅の再建順，資金の分配方法はそれぞれのコミュ
ニティに委ねられていた。グループは ,RT/RW をベースとして組織しており，議長には，RT 長
や RT 内で役職を担っていた人物が選ばれている事例がほとんどであった。
　支援金は，住宅の被害の程度に応じて，倒壊・被害大の世帯には Rp.15,000,000( 約
2,000	 US ドル )，被害中の世帯に Rp.4,000,000( 約 520	 US ドル )，被害小の世帯には
Rp.1,000,000( 約 130	 US ドル ) が支払われた。Rp.15,000,000 は，最低限必要な床面積 36 ㎡
の住宅 (図３-６)を最低限居住可能にするためのコスト (壁材のコストは入っていない注3-6))
が元になっている注 3-7)。Yogyakarta 特別州では，被災からおよそ 1 年間で被害を受けた住宅
の 8 割の再建が完了した ( 図３- ７)。
注 3-5)	川村	晃一	:	インドネシア　ジャワ島中部地震からの復興と政府の対応 ,	IDE-JETRO,	2006.9


















































３−３　Canden 村に設置された POSKO の役割とガバナンス
　本節では，実際に POSKO の運営に関わっていた人物に対する聞き取り調査を元に，POSKO を
仮設的に設置する際に，1.どのような場所が選ばれ(設置場所)，2.どのような機能があり(機
能 )，3. それがどのような構造をしていて ( 構造 / 形態 )，4. どのように運営し ( 運営 )，5. ど
のように利用したのか ( 利用 ) の 5 点を POSKO の利用実態とし，POSKO の設置から閉鎖までの
利用実態を明らかにする。調査にあたっては，ベースマップを作成し，POSKO の設置場所の目
安となるように村内の公共建築物 ( モスク / ムソラ注 3-9)，学校 ) の位置をプロットした。
　聞き取り調査の際には通訳を介して，英語→インドネシア語もしくはジャワ語で行った。
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図３−８.		Yogyakarta 市街地と Canden 村の位置関係
　1 回目の調査は ,2 月 28 日と 3 月 1 日の２日にかけて行い，質問項目としては，A.POSKO の
設置に関して，B.POSKO の運営に関して，C. 支援に関して，D．災害や支援に関する情報に関
してであった。
　A の質問から，設置から閉鎖までの流れ，B から，POSKO 運営上の工夫と失敗を，C から，
POSKO に対してどのような支援があったのか，D から，POSKO 間でどのような情報のやりとり
があったのかを把握した。また，A と B から，設置と閉鎖時期の判断	，A と C から，支援と







　調査対象地である	Canden 村はジャワ島中部の Yogyakarta 市の南約 10km に位置しており，















　Canden 村は 15 の集落 (Pedukuhan) で構成されており，１つの集落は 4-6 の RT で構成され
ている ( 図３−９)。
　Canden 村の人口は 11,407 人，世帯数は 3,245 世帯である。村の東側には Opak 川が流れて




　表３−３は , 震災後の 2006 年 7 月 17 日にインドネシア政府が作成した行政資料を元にジャ
ワ島中部地震における Canden 村の住宅被害をあらわしたものである。ジャワ島中部地震によ
る建物の被害レベルは行政資料の区分では倒壊，大破，中破，軽微の４段階であらわしている。
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３−３−２　Canden 村に設置された災害対応拠点としての POSKO とその役割
　本項では，仮設の災害対応拠点として自主的に設置された POSKO のアダプティブネスを，設
置者が緊急時に選択した POSKO の設置場所 ,POSKO の機能 ,POSKO の規模と形態 ,POSKO の利用
者から ,それぞれの POSKO が果たした役割を把握していく。
●	POSKO の設置場所
　図３−１１は，Canden 村内の公共施設の位置を示したものである。村内には，モスク / ムソ
ラが 31 ヶ所，学校 (公立，私立，幼稚園・小・中学校を含む )が 11 ヶ所ある。これらの公共
施設の多くは地震による被害を受けていた。
　図３−１２は，Canden 村内に設置された POSKO の位置をあらわしたものである。Canden 村で
は村レベルで 1ヶ所，集落レベルでは 63 ヶ所の計 64 ヶ所の POSKO が設置されていた。
　POSKO には POSKO	 Utama と呼ばれる地域の POSKO を統括する POSKO と RT レベルの POSKO	 RT
があった。設置場所は，比較的環境条件のよい居住地内で，道路に近い場所が選ばれているこ
と，集落内でも分散して設置していることが分かる。
　POSKO の設置場所は , 設置者の判断によって決められており , 公共施設を利用した POSKO
は 6 ヶ所のみである。倒壊を免れた個人の住宅があった Gadungan	 Kepuh 集落や Beran 集落の
POSKO	 Utama は , 個人の住宅を利用して POSKO を設置していたが，利用できる建物のない集落
では，POSKO を設置するのに十分な広さがあり，外部から支援を受け , 集落内への支援の分配
に適した場所が選ばれ，広場や個人の庭が設置場所となった。
　POSKO は , 必ずしも集落の敷地内に設置するのではなく，Jayan 集落や Pulokadang 集落では，
外部からの支援を受け取りやすい場所として ,集落外に POSKO を設置していた。
　表３−４は，それぞれの POSKO の設置場所と利用者をまとめたものである。POSKO の設置場
所としては，その多くは ,個人が所有する敷地内 (39 ヶ所 )に設置していた。個人的な敷地で
あっても緊急時ということで ,設置者と所有者の間で設置の合意がはかられていた。
　公的な場にPOSKOを設置した事例としては，マーケット(2ヶ所 )やバレーボールコート（2ヶ
所），学校 (2 ヶ所 )を利用した例がある。モスクや夜警小屋は ,建物そのものを利用するので
はなく，周辺のオープンスペースを利用して POSKO を設置していた (8 ヶ所 )。その他に , 道
路上 (9 ヶ所 )や田んぼ (1 ヶ所 )にも POSKO が設置されていた。
　POSKO には，各 RT が独自の POSKO を設置して，利用していた集落と，複数の RT が１つの
POSKO を共同で利用していた集落があった。集落の被害状況と POSKO の設置数は，明確な関
係性は見られなかったが，共同で POSKO を利用している RT の関係を見てみると，その多くが
ALAMAT( 番地 )が同じであったことが読み取れる。
　こうしたことから，隣りあった RT 間で共同の POSKO を利用しているというよりは，従前の



























































































































































表 ３−４.	Canden 村内に設置された POSKO の位置と利用者















2. 診察の場，POSKO を利用している被災者の 3. 共同の炊事場，地域に届けられた 4. 支援物資
の受け取りおよび配給の場，災害に関する情報，支援物資に関する情報などの 5.情報集約の場，
災害対応における地域の代表者による 6. 会議の場といった 6 つの用途が挙げられ，事前に取
り決めがなかったにも関わらず，すべての集落において共通であった。
●	POSKO の規模・形態
　POSKO の構造 /形態としては，当初は ,廃材を利用してバラックを設置したものもあったが，








　１つあたりの POSKO の規模としては，収容人数が 100 人〜 450 人までと様々であったが，ど
の POSKO においてもプライバシーへの配慮はしておらず，日本の避難所にみられるような間仕
切りもなく，同一のテント内で男女が共に寝起きし，生活していた。









３−３−３　Canden 村に設置された POSKO を機能させるガバナンス
●	POSKO の運営体制
　個別の POSKO の運営は，RT をベースとして行われていた。多くの RT では RT 単独で POSKO
を設置していたが，一部の POSKO では 2 つもしくは 3 つの RT が共同で 1 つの POSKO を利用し
ていた。共通の POSKO を利用してる RT 間の関係性としては，Alamat( 番地 ) を同じくする RT
間で共有している事例が多く，平時からの地縁関係が緊急時の POSKO の運営につながっていた。
　図３−１３は，各集落における POSKO の運営体制をあらわしたものである。すべての集落に
おいて災害対応拠点としての POSKO の設置は初めての経験であったが，POSKO の運営は，震災
前から集落の運営を担っているドゥクが代表となり，RT 長がそれを支える形で行われた。し
かし，緊急時にはリーダーシップが必要であり，女性より男性が相応しいとの考えが地域に
はあり，女性がドゥクの 2 集落では，ドゥクの代わりにドゥクの夫や RT 長が代表となった。
　集落によっては地域の POSKO を代表する POSKO	Utama を設置していた。POSKO	Utama のある
集落では，ドゥクが POSKO	 Utama と POSKO	 RT を統括し，POSKO	 RT は１人〜 3 人の RT 長を中
心に運営が行われた。POSKO	Utama がない集落では，それぞれの POSKO の運営にドゥクが関わ
り，Canden 村の POSKO	Utama からの支援物資は POSKO	RT に直接届けられていた。
　POSKO は基本的に集落単位で運営し，集落内の POSKO	 Utama と POSKO	 RT 間では情報交換も
行われていたが，集落を越えた支援物資のやりとりはあまり行われていなかった。
●	POSKO におけるルール
　POSKO の運営にあたっては，Suren	Kulon 集落を除く 14 集落では ,運営者が POSKO 内での何
らかのルールを定めており ( 表３−５)，Canden 集落を除く 13 集落では，個人的に支援物資を
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　図３−１４の POSKO の設置時期をみると，ほとんどの集落において地震発生から 5 日以内に
設置しており，最も遅かった Pulokadang 集落でも震災から 10 日後に設置している。設置時期
と各集落へ届いた最初の支援の前後関係を比較すると，ほとんどの集落において POSKO がなく
とも何らかの支援は届いていたことが分かる。POSKO が設置される前に届けられた支援は , 十
分に把握できておらず , 公平な分配も出来ていなかった。POSKO を設置することには , 支援が
確実に住民に届くように監視するという目的もあった。
　POSKO の利用期間は，各集落および POSKO の持つ用途によって異なっており，すべての用途





ケットに設置した POSKO は , 他の POSKO と比較すると長くなっていた。
　運営者は，主に仮設住宅の完成 (1 〜 3 ヶ月後 )，恒久住宅の建築開始 (4 ヶ月後〜 )，恒久
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＊１	各地域においてメインの POSKO として利用されたものに関して	　　＊２	LSM：Lembaga	Swadaya	Masyarakat	(NGO),	PLN：電気会社 (国内 ),	TNI：インドネシア軍 ,	GOV：インドネシア政府























































３−４　Ngibikan 集落 RT5 に設置された POSKO の役割とガバナンス














　Ngibikan 集落は，Canden 村の南東部に位置する集落で，Alamat の Jiwan	 (RT1,2) と
Ngibikan(RT3-6) の 6 つの RT によって構成されている。
　Jiwan と Ngibikan の間には小学校が立地している。集落内には 4ヶ所のモスク・ムソラ，3ヶ
所のバレーボールコート，3 ヶ所の夜警小屋といった公共施設がある。墓地は 4 ヶ所あり，そ
れぞれ ,RT1 と 2，RT3-5,RT4 単独，RT5 と RT6 で利用している（図３−１５）。
　人口は約 1000 人，世帯数は約 160 世帯である ( 表３−６)。
　Jiwan に比べ Ngibikan の方が ,1RT あたりの人口・世帯数は多い。Ngibikan の中では，世
帯数はすべての RT において同程度であるが，Ngibikan の中央に位置する RT4,5 が周辺部の
RT3 や RT6 に比べて人口はやや多い。
　RT5 を含め，Ngibikan 集落の住民の多くは農業従事者であり，米作，家畜の飼育を行って
いる ( 表３−７)。RT1-4 の労働者の多くは，集落の東側を流れている Opak 川の河原において
砂利や砂の採石を行っているが ,RT5 の労働者の多く (15 名 ) は建築技術者である。
注 3-10)	POSKO が設置されていた敷地の多くは ,現地調査時 (2014.1) もオープンスペースのままであった。
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　Dasa	 wisma は，元々は，10 世帯で 1 グループであったが，それぞれの活動が縮小してきた
ため，現在では各 RT 単位で活動している。活動の周期は主に 35 日に 1 度となっている。PKK
は，Dasa	wisma の上位組織であり，集落レベルでそれぞれの Dasa	wisma の活動をサポートし
ている。Dasa	wisma の主な活動は，Posyandu( 地域保険活動 )，Arisan( 頼母子講 )，近隣清掃，
職業支援として手芸の講習などが行われている ( 表３−８)。
　表３−９は，青年団の活動をまとめたものである。青年団の構成メンバーはそれぞれの RT
で異なっており男女が同じ青年団に入っている RT と別になっている RT がある。構成年齢は，
主に 15 歳〜 35 歳の独身者である。RT3-6 では共同で女子青年団が設立し , 活動が行われてい
る。
　青年団の主な活動は RT の活動と連動しており，女子青年団の活動は PKK と連動している。
これは , 青年団や女子青年団の活動を通して，集落に住む若者が集落活動に関わることになっ
ているともいえる。それぞれの主な活動はアリサン ( 頼母子講 ) と近隣清掃であり，墓地清
掃も主な役割の１つである。若者は結婚すると男性は RT の活動に，女性は Dasa	 wisma の活
動に参加することとなる。
表３−６.		Ngibikan 集落の各 RT の人口と地縁組織
表３−７.		Ngibikan 集落の各 RT の世帯主の職業
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　RT5 では ,	震災後３ヶ月あまりで KOMPAS 社 ( 新聞社 ) の支援を受けて独自のスタイル注 3-11)
の住宅の再建した ( 図３−１６, 図３−１７, 図３−１８)。
　RT5 では，すべての住民による共同作業によって政府による公的な住宅再建施策が決ま
る前に独自の形式をもった 65 戸の恒久住宅の再建が終了し，再建に関わった建築家の Eko	
Prawoto 氏によって再建過程が記録されている。
　他の RTは政府の支援である POKMAS を利用し，震災後，およそ 9ヶ月かけて住宅の再建を行っ
た。KOMPAS 社の支援を受けて住宅再建を行った RT5 でも，政府からの支援である POKMAS をう
けとっており，資金は，再建住宅の増築や装飾だけでなく，日々の生活費としても利用して
いた。
BE.       
BEI= 	      	
C31 1 1 1 
	1 
1 1 1
-+)05      
-+G1P  
   	 	
# $'" # $'" # $'" # $'" # $'" # $'" # $'"
%' %' %' %' %' %' %'
&(' &(' &(' LO@4 LO@4 &(' LO@4
LO@4 LO@4 LO@4 6AKF  #(! LO@4
H<JD  #(!
?,/; 72 72 72 >M:97 >M797 72 72
?,8N 
 
    
 
*?,
IK) V4+F0 01V4+ V4+F0 V4+F V4+F0 V4+F V4+F0
IKOA  	  	 
  
J74  4 4 4 4  4#
(% 3:  	 
 	
   	
(%L4X 	 	 	 
	 	 
 		
EHP6<      
G(% RUD8 RUD8 RUD8 RUD8 RUD8 RUD8
 $W .-D8 .-D8 .-D8 .-D8 .-D8
29N" ;'9M 
RUD8 /Q
C&*@ ?5 BS,>< ?5< S5, ?5 S5, S5
C&=T 		 		 	  	 	 	
!C&
注 3-11)	ジャワ島の伝統的な屋根形式であるリマサンを取り入れ ,構造材にはヤシの木を利用。屋根材は ,瓦は　
　　　地震の際の落下の危険や , 工事に時間がかかることから石膏ボードを利用し , 壁材も GL から 1.2m はレンガ
　　　造 ,それ以外は合板を利用。
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３−４−２　RT5 に設置された災害対応拠点としての POSKO とその役割
　図３−１８は，RT5 における住宅の再建過程と POSKO の設置場所および，被災 1 年後および
調査時 (2010 年 ) の建物の位置を示したものである。RT5 の POSKO は，集落の夜警小屋横の住
図３−１６.		Ngibikan 集落 RT5 の再建過程を紹介した新聞記事
出典：ジャワ島中部地震救援 NEWS注 3-12)




図３−１７.		Ngibikan 集落 RT5 で採用された再建住宅
出典：Eko	Prawoto 氏の設計図面













































































壁 ( 下部 )









自力による住宅再建期 集落全体の共同作業による住宅再建終了時 2010 年調査時






















































図３−１８.	Ngibikan 集落 RT5 における住宅の再建の経緯
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宅前のオープンスペースを利用して設置しており，RT5 では POSKO	 RT の他に 4 つのテントを
RT 内に設置していたことが分かる。
　図３−１９は，聞き取り調査および Eko 氏の撮影した写真の情報を元に再現した POSKO	 RT
の配置図である。POSKO	RT を，車の通ることができる道路に近い位置に設置していた。POSKO
には，テントをそのまま利用するのではなく，レンガ，木材，竹材も利用しており，POSKO	


































３−４−３　RT5 に設置された POSKO を機能させるガバナンス





　RT5 の共同炊事場は，震災の 3 日後に集落レベルの婦人会のリーダー (RT5) の発案によって






れていた。平時にも行われている夜警は , 元々は RT の活動であったが，緊急時ということで
青年団メンバーが自主的に夜警を行っていたとのことである。








はなく，Ngibikan 集落の POSKO	 Utama を介して Ngibikan 集落内の他の RT にも分配した。行
政からの支援は基本的には，集落単位で行われ，村→集落→ RT という流れであったが，支援
の流れは一方向だけではなく，RT →集落→ RT といった流れもあった。しかし，隣りあう集落
や RT であっても，他集落へ支援物資を直接提供したという話は聞くことがなかった。　
　RT5 では，恒久住宅の完成とともに POSKO を閉鎖することになったが，Ngibikan 集落のドゥ
クが RT5 の住民だったこともあり，他の RT では住宅の再建が終わっていないにも関わらず











　POSKO は，主にテントで 1 つの POSKO を約 100 〜 450 人が利用し , 段階的に用途が縮小され
ており，テントだけでなく，テントの周辺も含めた空間を POSKO として認識していた。
　図３−２０は , ジャワ島中部地震時の POSKO 設置の流れをあらわしたものである。ジャワ島
中部地震時には , 村 , 集落 ,RT/RW が主体となり , エリア内の住民に片寄りなく支援を届ける
こと , 住宅を失った住民の生活の場となることを目的として POSKO を設置することになった。
目的に対して ,POSKO には避難，炊事，情報集約，医療，支援物資の分配，会議の 6 つの機能
があり全ての集落で共通であった。選択した機能が発揮できる場所として , 設置場所が選択













運営者は TV から得られた知識を元に POSKO を設置し，手探りの中で運営していたことが分かっ
た。個別の POSKO の運営は，RT を基盤とした集落がベースとなり，RT だけでなく，婦人会や
青年団といった地縁組織が関わり，地域の代表者によって運営が行われていた。
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た流れもあり，同じ集落内の POSKO には連携が見られた ( 図３−２１)。RT に対して過剰な支
援が届けられた際には , 直接隣り合った RT の POSKO に届けるのではなく , 支援を集落レベル
の POSKO	 Utama に一度入れ ,POSKO	 Utama を介してそれぞれの POSKO	 RT へと再分配すること
によって POSKO	 RT 間の支援による不公平を防いでいた。このように , 被災者であっても必要
以上な支援はより支援を必要としている人へと融通していたことが分かった。
　また，RT5 の事例では代表者の住む RT の状況から代表者が判断したことにより，集落のす
べての POSKO を閉鎖しており，RT 間の足並みがそろっていない際に，代表者の住む RT の状況
のみが判断材料となり，集落内のすべての POSKO に影響していたことが分かった。
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４ー３　　Padan 市に設置された POSKO の役割	とガバナンス									-121
４−３−１　Padan 市に設置された災害対応拠点としての POSKO とその役割



















られている 2009 年西スマトラ地震の被災地である Padang 市を対象とし，全域的に都市部に










注 4-1) アジア防災センター	：インドネシアスマトラ島沖地震に係る緊急調査 ,	2007
注 4-2)	特定非営利活動法人 APEX ス：マトラ沖地震被災支援活動報告書 ,	2009
注4-3)	佐藤	綾香,	清水	真一,	武内	正和,	布野	修司,	脇田	祥尚,	竹内	泰,	秋枝	ユミイザベル,	本馬	奈緒,	
							梶本	希 ,山田	美波	, インドネシア・パダン旧市街地の都市形成過程に関する考察	:	2009 年西スマトラ












POSKO の設置された際の Padang 市内の状況および政府の支援体制を把握する (４−２)。












　   航空写真，行政地図を元に，POSKOの
　   設置場所の目安となる調査地図を作成
２：POSKOの設置場所・設置者に関する調査
　   国家防災庁，地域の役場， 地域住民への
　   聞き取り調査から POSKOの設置場所と












　   実際の POSKO設置者に対して，調査シ








　   調査シ ートで予定していなかった質問に
　   関しては，複数回の聞き取り調査を行い，
　   同一レベルのすべての POSKOにおいて，
　   比較が可能なように情報を集める
　   
０：調査開始段階
　   調査時には POSKOは全て閉鎖



































　2009 年 9 月 30 日，現地時間 17 時 16 分に Padang 市で M7.6 の地震が発生した ( 図４−２)。
この地震により Padang 市および Padang 市の北に位置する Padang	 Pariaman 県 (Kab.	 Padang	
Pariaman) において大きな人的および物的被害が発生した ( 表４−１, 表４−２)。西スマトラ
州政府および BNPB(Badan	National	Penanggulangan	Benchana	:	国家防災庁 ) によると，約










						梶本	希 ,山田	美波	, インドネシア・パダン旧市街地の都市形成過程に関する考察	:	2009 年西スマトラ地







注 4.11)	日本建築学会災害調査団 :2009 年インドネシア・スマトラ島西部地震の調査速報 ,	建築雑誌	125(1601),	
												pp55-62,	2010-03-20
注 4.12)	特定非営利活動法人 APEX: スマトラ沖地震被災者支援活動報告書 ,2009.12
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　スマトラ島は雨季 (10 月〜 3 月 ) が間近に迫っていたこともあり，雨をしのぐことができ
る場所の確保が急務となった。
　復旧・復興計画 ( 以下，復興 Action	 Plan) は，BAPPENAS( 国家開発計画省 ) によって 2009
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　しかし，政府の資料によると，被災から 3 日後の 10 月 3 日の時点で Padang	 Barat 郡の 10
区のうち，Kampung	 Pondok を除いた他の 9 区の被害状況 ( 表４−３右側 ) は , 地震の直後から
区レベルで独自に被害状況に関する情報の収集が行われ ,集められた情報は ,市に届けられて
いた。
　被災者の支援活動には，複数の国および約 170 の NGO 組織 ( 約 2/3 が国際 NGO) が関わるこ














　　　　仮設住宅：国際赤十字社 ,赤新月社連盟 (IFRC),	農業：国連食料農業機関 (FAO),	
　　　　早期復旧：国連開発計画 (UNDP),	食料・栄養：国連世界食料計画 (WEP), 国連児童基金 (UNICEF),
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４ー３　Padang 市に設置された POSKO の役割とガバナンス
　最初に ,POSKO の設置場所と運営者を把握するために聞き取り調査を行い，BNPB の担当者か
ら ,Padang	 Barat 郡内における POSKO に関する情報を , 区の担当者から各区内の POSKO に関
する情報を得た。
　次に，自治体レベルで把握しきれていない POSKO の情報を集めるために , 各区内を半径
150m 程の円形に 10 〜 20 エリアに分割し ( 図４−５)，それぞれのエリアを巡回し，複数の人
が集まる珈琲ショップや道路脇で聞き取り調査を行うことで ( 写真４−１, 写真４−２)，エリ
ア内に設置された POSKO の設置場所と運営者に関する情報を集めた。
　得られたデータは，各区および BNPB の担当者に再度確認し，これらの情報を元に，Padang	
Barat 郡内に設置された POSKO の設置場所と運営者を把握した。
　Padang 市および Padang	 Barat 郡の POSKO の運営に関して，BNPB 代表および BAPPEDA の担
当者に対して，調査シート ( 図４−６：第３章のものをベースに修正 ) を用いた聞き取り調査
を行った。
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POSKO 運営に直接関わった区長 (Lurah) に対し同じ調査シートを利用した聞き取り調査を行い
それぞれの POSKO の運営を把握した。
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４−３−１　Padan 市に設置された災害対応拠点としての POSKO とその役割
●	POSKO の設置場所
　図４−７は，Padang	Barat 郡内および周辺部に設置された POSKO の位置と運営者をあらわし
たものである。BNPB が規制したこともあり，市・郡・区・RT/RW レベルの POSKO が中心では
あるが，規制されていたはずの個人 / グループおよび NGO 等の支援者による POSKO も設置さ
れていたことが分かる。
　今回の調査範囲内で確認できただけで，市レベルのものが 4 ヶ所 (Padang	 Barat 郡内では
2 ヶ所 )，郡レベルのものが 2 ヶ所 (Padang	Barat 郡内では 1 ヶ所 )，区レベルのものが 12 ヶ
所 (Padang	 Barat 郡内では 10 ヶ所 )，RT/RW レベルのものが 80 ヶ所 (Padang	 Barat 郡内で
は 51 ヶ所 )，個人・グループのものが 13 ヶ所 (Padang	 Barat 郡内では 11 ヶ所 )，その他の
NGO 等の支援者によるものが 9 ヶ所 (Padang	 Barat 郡内では 7 ヶ所 ) の合計 120 ヶ所 (Padang	
Barat 郡内では 81 ヶ所 ) が設置されていた。
　市レベルのPOSKOは，知事宅，総合病院，Haji	Agus	Salim	Stadium，Mesjid	Nurul	Imanの4ヶ
所に，郡レベルの POSKO は，郡内の 2 ヶ所に設置されていた。知事宅が市レベルの中央 POSKO
となっていた。
　区レベルの POSKO( 図４−７	白丸印 ) の位置をみてみると，空間や幹線道路沿いを選択して






　RT/RW の POSKO は，ほとんど設置されていない区もあるが，Rimbo	Kaluang ではすべての RT
長の家に RT レベルの POSKO を設置するなど，区によって設置そのものの判断が分かれている。
　今回の聞き取り調査の中では，RW 長の家ではなく RT 長の家や夜警小屋に POSKO が設置され
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４−３−２　Padan 市に設置された POSKO を機能させるガバナンス
●	設置の際の運営者の判断
　市レベルの POSKO の設置の際に，市庁舎が大きな被害を受けたこともあり市庁舎を POSKO
として利用することが困難であった。また，津波の危険も心配されていたこともあり , 津波
の心配が少ないこと，地震による被害が少なくスペースが確保できることから , 知事は , 震
災当日に知事宅に情報，会議，物資を統括する POSKO の設置を決めた。また，支援物資の受
け入れ拠点として空港内 ( 図４−２) に物資統括 POSKO を，市内にある総合病院に医療 POSKO
が設置された。
　表４−４は，Padang	 Barat 郡の 10 区の区長に対する聞き取り調査から得られた区レベルの
POSKO の設置および閉鎖に関するコメントを抜粋したものである。Padang	 Barat 郡ではすべ
ての区で区の役場に区レベルの POSKO が設置されていた。






















































　個人やグループレベルの POSKO は比較的被害の大きかった Berok	 Nipah，Kampung	




　POSKO の機能としては，炊事，会議，支援の受け入れおよび分配 ( 物資 )，医療，情報拠点
( 情報 ) の 5 つが挙げられ，すべての POSKO において支援の受け入れおよび分配と情報拠点と
しての機能が共通であった ( 図４−１０: 左側 )。
　シェルターとしての機能は，今回の調査地域内では個人 / グループレベルの POSKO を除い
て確認することができなかった。世帯数の約半数が災害によって大きな被害を受けた Berok	
Nipah( 表４−３) では，約 3000 人が住む場所を失っていたと考えられる。被災者の受け皿と
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　POSKO の閉鎖は，区の被害の大きさや人口規模とは関係なく，ほとんどの POSKO において機
能別に段階的に閉鎖されるのではなく一度に閉鎖されている。被災から 1ヶ月後の緊急フェー
ズの終了とともに市レベルの POSKO が閉鎖されたこともあり，POSKO 閉鎖の判断の 1 つの目安
となっている。
　しかし，1 ヶ月以内で閉鎖されたのは Rimbo	Kaluang と，最も被害の大きかった区の１つで
ありながら，区の状況から震災から 3 週間で閉鎖を決めた Berok	 Nipah のみであり，ほとん
どの区 (8/10) では市レベルの POSKO の閉鎖後も運営者独自に状況を判断して，最長で 3 ヶ月













　また，Flamboyan・Purus・Olo の 3 区では，1 ヶ月を区切りに POSKO での継続的な活動はし
ていなかったが，閉鎖はしなかったとのことであった。
　これは区の住民がまだ支援を必要としていたこと，震災後 1 年以上たっても支援物資が区
に届くことがあり，その際に POSKO として機能できるように体制を残しており，調査時 (2013












　POSKO 間の情報と支援は，情報は RT/RW →区→郡→市の流れで収集され，レポートの形で上
位レベルの POSKO へと伝えられ，支援はレポートを元に市→郡→区→ RT/RW の流れで行われ
ていた。しかし，被災直後は行政が混乱していたこともあり，区まで政府からの支援は届か
なかったことから，区内や個人的なつながりによる支援が中心であった ( 図４−１１)。
　政府からの支援が始まった 3 日目以降は，各国や NGO も知事宅に設置されたメイン POSKO
に加わり，市から RT/RW までの情報と支援の流れが集約されていた。区より下のレベルでは
各 POSKO 間で連携し合い，RT/RW レベルの POSKO 間では不足している支援物資のやり取りが行
われていた。
　個人 / グループの POSKO に対しても，RT/RW レベルから支援が行われていたと考えられる。
しかし，調査においては，区域を越えての支援のやり取りは否定された。区は独立して支援
を受けており，区域を越えてのやり取りはしないとのことであった。RT レベルの POSKO 間で
は支援の片寄りによる不公平をなくすように運営がなされていたが，区を越えたレベルでは
不公平感はあまりないようであった。
　緊急フェーズが終わり，復旧・復興フェーズに入ると , 市や郡レベルの POSKO は閉鎖され
たが，区レベルの POSKO は，区長の判断により継続して利用が続けられた。市や郡からの支
援はなくなったが，RT/RW レベルの POSKO や個人 / グループの POSKO は，区レベル以下で支援
























いる 2009 年西スマトラ地震の被災地である Padang 市を対象とし，全域的に都市部に被害が
発生した際の POSKO の役割と POSKO を機能させるガバナンスを明らかにすることを目的とし
た。
４−５−１　本章で得られた知見
①	2009 年西スマトラ地震時に設置された POSKO の役割




































　BNPB が主導し , 情報と支援が集約されるような POSKO 群の運営体制が構築され，区のレベ
ルでエリア全体をカバーして支援する POSKO がコミュニティによって設置されており，区長
が区レベルの POSKO と RT/RW レベルの POSKO の運営に参加することで , 上位レベルの市や郡
の POSKO と区内の POSKO 間の活動を調整し，被災地域の情報の収集および支援物資の分配と
いった災害対応を行っていたことが分かった。
　市の POSKO では支援団体・組織の活動調整が行われていたが , 主体間の情報共有が十分に
は行われなかったことや , 活動が実際に行われていたのか十分にチェックされておらず，支
援が行われなかった地域が出るなどの問題が発生した。また，規制はされていたものの，個
人 / グループの POSKO も多数設置されており，RT レベルから支援が行われていた。






















　2009 年西スマトラ地震では , 防災庁主導による災害対応が行われたことによって , 情報と
支援が集約されるような POSKO 群の運営体制が構築されるとともに , 個人やグループが自由




　防災庁の定めた緊急フェーズに縛られることなく , 区レベルで POSKO が独自に運営を続け ,
地縁組織である RT/RW が設置した POSKO と連携することによって区内の住民の状況にあわせ
て災害対応を行うことが可能となっていたと考えられる。












●	特定非営利活動法人 APEX ス：マトラ沖地震被災支援活動報告書 ,	2009
●	佐藤	綾香 ,	清水	真一 ,	武内	正和 ,	布野	修司 ,	脇田	祥尚 ,	竹内	泰 ,	秋枝	ユミイザベル ,	
　本馬	奈緒 ,	梶本	希 , 山田	美波	, インドネシア・パダン旧市街地の都市形成過程に関する考察	:











●	日本建築学会災害調査団 :2009 年インドネシア・スマトラ島西部地震の調査速報 ,	
　建築雑誌	125(1601),	pp55-62,	2010-03-20
●	特定非営利活動法人 APEX: スマトラ沖地震被災者支援活動報告書 ,2009.12
●	長谷川	庄司・中林	一樹：	開発途上国における災害緊急・復旧・復興体制の変遷に関する研究	















































た Sleman 県を中心に文献資料を元に整理し，POSKO が実際に設置されていた場所への現地調
査からより詳細な POSKO の利用実態を把握した ( ５−２)。
　次に，JM のメンバーがどのように支援の仕組みを作り上げたのかを明らかにするために，




　その上で，JM が，自主的に大量に設置された POSKO の孤立を防ぐような運営支援を実現で
きた要因を考察する ( ５−４)。
　尚，現地調査は，2011 年 12 月 1 日〜 19 日にかけて実施した。	
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２：POSKOの設置者に関する調査
　   POSKO 設置場所周辺 住民への聞き取
　  り調査から POSKOの設置場所と 設置








　   Jalin Merapi の支援活動の中心となっ






        Jalin Merapi の活動に協力した関係者
　   に対して聞き取り調査を行い，外部
　   から Jalin Merapi の活動を評価






















　   国家防災庁，地域の役場の情報を元に







　メラピ火山 (2,968m) は，インドネシア・ジャワ島中部のジョグジャカルタ市の北約 30km




　1990 年以降では，1992 年，1993 年，1994 年，1995 年，1997 年，1998 年，2001 年，2006
年に火砕流が発生している注 5-1)。
　2010 年 10 月 26 日の噴火では , 爆発的な噴火による火砕流は，山腹の集落を襲い，Mbah	
Marijan と呼ばれメラピ山周辺で信仰を集めていたメラピ火山のゲートキーパーを含む約 40
人が死亡した。
　11 月 4 日から 5 日にかけて最大規模の噴火をし，12 月初めまで断続的な噴火を繰り返した。
























































































インドネシアにおける警報レベルは 4 段階であり，Actif	 normal( レベル 1: 静穏な活動 )，
Waspada( レベル 2: 注意 )，Siaga( レベル 3: 警戒 )，Awas( レベル 4: 避難 ) に分類される。
　Waspadada は火山性地震の増加など，火山活動の活発化を示すデータが得られたときに，
Siaga は，噴火の発生などが今後，予想される場合に発表される。Awas は，住民への避難勧
告の発表をともなう警報であり，2 ～ 3 日中に避難の必要がある噴火の発生が予測される場





10 月 24 日には警戒レベルはレベル 4 に引き上げられ，10 月 25 日には山頂から 10km の範囲
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に居住する約 7 万人の住民が避難することとなった。11 月 3 日以降は，断続的に火砕流が発
生し，警戒区域は山頂から 15km	まで広げられた。11 月 5 日には火山活動がさらに活発化し，
警戒区域は 20km	まで拡大され 40 万近い住民が避難することとなった。さらに，11 月 11 日
に災害対策庁がラハール対策として，川の両岸から最低 500m 離れるように呼びかけた。
５−２−３　避難者と POSKO 間の移動
　図５−４は，2010 年メラピ火山の噴火の避難者数および最も被害の大きかった Sleman 県の
避難者数と POSKO の設置数の変化をあらわしたものである。
　Sleman 県の避難者数は常に増加していくのではなく，11 月 8 日には一度減少に転じて，11
月 9 日から急激に避難者数が増加し，12 日のピーク時には約 16 万人が避難していた。
　避難勧告地域が縮小された 19 日以降，避難者は急激に減少した。その後も，約 4 万人は避
難生活を続けながら，住宅の再建が進められた。
　図５−４の棒グラフは POSKO 数をあらわしたものである。Sleman 県内の POSKO は，11 月 3
日の時点では約 20 ヶ所あり，これは火口から 20km 以内に設置されていたものがほとんどで
あった。
　避難勧告地域が 20km に拡大されたことから，11 月 5 日以降は 3 日まで利用されていた
POSKOはすべて閉鎖され，新しいPOSKOが各地に設置された。県が設置した公式なPOSKOは 2ヶ
所 ( 避難者は最大時で合計約 2.4 万人 ) でそれ以外はすべて非公式な POSKO であった。
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　POSKO の新規開設数をみれば分かるように，その後，11 日までは POSKO の総数には大きな
変化がないものの，継続して同じ POSKO を利用するだけではなく，県以外の主体が設置した
非公式 POSKO も毎日のように新規設置を閉鎖が繰り返しながら利用されていた。
　14 日から POSKO の総数は徐々に減少しはじめ，22 日以降は継続利用されてきた POSKO が閉
鎖され 11 月 3 日以前に利用されていたいくつかの POSKO が再利用されはじめる。これは，火
山活動が落ち着いてきたことから，POSKO で避難生活をしながら元の居住地に復興作業のため
に通うため，居住地に近い場所が望まれたためである。
　また，棒グラフの構成をみると，POSKO の規模としては当初は 1,000 人以下の POSKO が多
く設置され，徐々に 100 人以下の POSKO は減少し，2,501 人以上の大規模な POSKO が多くなっ
ていった。POSKO の総数が減少し始める 22 日以降は，徐々に 2,501 人以上の大規模な POSKO
は減少し，100 人以下の小さな POSKO が増加している。一方で，101 人〜 1,000 人の中規模の
POSKO は，設置当初から総数は大きく変化していないことが読み取れる。
　現在の行政資料では POSKO に関する資料も確認することができる。POSKO 名として登録され
ていたものは，地名，施設名に大別されてあり，地名として村名，集落名，施設としてスポー
ツ施設・商業施設，学校施設 ( 小・中学校，大学施設，寄宿舎 )，役場，宗教施設 ( モスク ( 写
真５−１)・教会 ) 等が把握されている。　
　図５−５は，11 月 8 日時点での Sleman 県内の POSKO の位置と規模をあらわしたものである。
POSKO の設置場所としては幹線道路に面している場所が多く，メラピ火山から 20km 〜 25km の
範囲に集中している。集落に POSKO が設置された事例では，集落の空地を利用してテントを
張る事例（写真５−２, 写真５−３）や , 空き家を利用する事例もみられた。






































　写真５−３は , テントを利用した医療用の POSKO の様子をあらわしている。医療用の POSKO
では , 健康診断や傷の手当 , 点眼剤などの薬やマスクの配布も行われていた。
　写真５−４は,ガジャマダ大学の学生センターに設置されたPOSKOの様子をあらわしている。
学生センターには800人以上の住民が避難しており,バスアメニティ,毛布,マット,点眼薬,

























Magerang 県や Boyolali 県は対応が遅かった。」	
　また，被災地が広大で状況が日々変化する中，行政側は，支援を効率化するために
Maguwoharjo 国際スタジアムや Mandala	 Krida スタジアム，Youth	 Center 等を公式な POSKO
として指定したが，「POSKO の容量を越えた避難民が発生し，満員で避難できない」といった
問題が発生した。
　公式な POSKO に入れなかった避難民は各地に設置された別の POSKO に避難することとなっ
たが，「公式な POSKO 以外では政府の支援を受けることが出来ず，Magelan 県の農村部に設置
された POSKO には支援が届かない」という問題もあった ( 図５−６)	。
　メラピ火山の噴火災害は，インドネシアのマスメディアでも報じられることとなった。し
かし，マスメディアの報じる情報は，もっともセンセーショナルな事例に集中し，公式な























































































５ー３　広域避難時に NGO 組織によって設置された POSKO	JM の役割とガバナンス　




　また，JM の創設時の状況に関わる内容に関しては JM の創設メンバーであるコミュニティラ
ジオ Lintas	Merapi の代表者に対してインタビューした。
　さらに，それぞれの対象者からスノーボールサンプリング ( 図５−７) によって被災後対応





　メラピ火山の周辺には Lintas	 Merapi，Radio	 K，Radio	 Merapi-Merbabu	 Community の 3
つのコミュニティラジオ局があった ( 図５−８)。2006 年のジャワ島中部地震後のメラピ火
山の噴火の際，主要マスメディアが報じる内容は，噴火とラハールの物理的な被害の情報に




が設立された ( 写真５−９, 写真５−１０)。
　2009 年には，JICA 兵庫と共同で防災オーディオ素材のワークショップを実施するなど，メ
ラピ火山周辺地域の集落と共同で防災教育に取り組んでいた ( 写真５−１１, 写真５−１２)。
コミュニティラジオでは，トランシーバー等を介して地域から寄せられた情報を , ラジオ番











































注 5-12)	Jalin	Merapi	HP：	merapi.combine.or.id		( 最終閲覧日 2014.1.5)
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５−３−２　広域避難時の災害対応拠点としての POSKO	JM とその役割
　ここでは，担当者への聞き取り調査を元に，2010 年のメラピ火山の噴火の際の JM の活動を
POSKO	JM の取り組みを中心にまとめる。
　JM 本体の活動は，NGO 組織の COMBINE のスタッフ 20 名が中心となると同時に，20 名のスタッ
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図５−１０.	2010 年メラピ火山噴火災害時の Jalin	Merapi の活動
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　当初のボランティアの仕組みとしては，2 週間を目安に交代制を考えていたが，実際には
JM が活動していた 3 ヶ月の間，ほとんどのボランティアが毎日のように働いていた。ボラン
ティアの大きな仕事は，情報の収集と POSKO の運営支援 ( 炊事や支援物資の分配 ) であった。
　10 月 29 日までに，JM のボランティアには，1,200 人を超える応募があった。ボランティア
担当者は，応募のあった人のうち 500 〜 700 人に順に連絡をしていった。ボランティアの登
録にあたっては，メラピ火山周辺に住んでいる人が優先された。優先の理由としては，言語
や文化，伝統といった地域の情報に詳しいことがあげられた。
　JM では，噴火の前日に Yogyakarta 市の南に位置する COMBINE の本部を POSKO	JM 本部とし，
各地域の支援を行うために全体を 4 つのエリアにわけ，各エリアに 1 ヶ所ずつ 4 ヶ所の POSKO	
JM を設置し，それぞれにボランティアを配置した ( 図５−１１	第Ⅰ期 )。
　各 POSKO	 JM はエリア内に設置された 20 〜 60 ヶ所の POSKO を支援していた。被害が拡大し
たことから，噴火から７日後に，特に行政による支援の不足していた Magelan 県を中心にエ
リアを細分化 ( 図５−１２) し，6 ヶ所の POSKO	 JM を増設し，ボランティアも増員した ( 図５
−１１	第Ⅱ期 )。
　さらに，ラハールによる被害に対応するために，噴火から 18 日目に新たに 2 ヶ所の増設を
した ( 図５−１１　第Ⅲ期 )。最終的には，COMBINE の本部を含め 12 ヶ所の POSKO	 JM が設置
された。
　POSKO	JM 設置の際には，避難勧告範囲のすぐ外側が選ばれ POSKO	JM を介して隣接するエリ
アに通信が届くように設置場所が決定され，通信ネットワークが構築されていた。POSKO	 JM
には計 20のモデムがレンタルされ，モデムとラップトップ PCを利用して各 POSKO	JM ではネッ
ト接続が可能になっており，POSKO の位置を決める際には GPS も利用され，通信設備が設置可
能で，交通アクセスも良い敷地にある建物が選ばれ，空き家，政府の建築物の空き部屋，学
校施設等を利用して設置されていた。
　写真５−１３, 写真５−１４は Magelang 県に設置された POSKO	 JM1 の様子をあらわしたもの




































































関わっていた。JM1 には ,POSKO であることを示す手書きのポスターが掲示されており , 軒先
に机を設置し , 担当者が対応している様子が分かる。
　支援物資の仕分けも軒先を利用していた。届けられた支援物資はストックするのではなく ,






　第Ⅰ期の POSKO	 JM は Magelang 県，Boyolali 県 ,	 Klaten 県 ,Sleman 県のそれぞれを対象
エリアとしていた。これは，当時のコミュニティラジオと Combine の立地が関係している。
POSKO	 JM1,	 JM3,	 JM5 ではコミュニティラジオの職員や関係者の中から JM のボランティア担
当によってリーダーが選ばれ POSKO	JM のリーダーとなった。
　第Ⅱ期以降の POSKO	JM では，JM のによって集められたボランティアの中から POSKO	JM リー
ダーが選出されていた。
　ボランティアリーダーは，自薦がない場合は，ボランティア担当が直感で選択していた。
POSKO	 JM での活動は，この POSKO	 JM リーダーの判断に委ねられていた ( 写真５−１６)。一




　JM による POSKO の情報収集と支援の流れは，JM と POSKO の間に POSKO	 JM を設置し，POSKO	
JM では，午前中にエリア単位で各地に設置された POSKO の位置・避難者数・ニーズをボラン
ティアが直接バイクに乗って現地をまわり調査することで独自に情報を集めていた。集めら
れた情報は POSKO	 JM で集約され，POSKO	 JM から本部へと伝えられた。午後には JM 本部から
各 POSKO	JM に支援物資が届けられ，POSKO	JM において集められた情報を元に物資が再分配さ
れ，各 POSKO へ届けられていた。JM ではこのような POSKO	JM を通じた POSKO 支援の体制を噴







　JM に届いた支援は，JM の HP に支援者の情報 ( 連絡先，支援内容等 ) が公開され，支援が
行われた際には情報が更新され，誰もが支援先の情報を確認することが可能となっていた。
　POSKO の位置と避難者数は，国家防災庁 (BNPB) でも情報収集されていたが，JM と BNPB が
直接連携していたわけではない。しかし，JM の情報は BNPB を含め多くの組織が参考にし，支
援活動に利用されていた。また，JM によって集められた情報は，コミュニティラジオを通し
て POSKO へと避難している避難者にも届けられていた。
　孤立している POSKO からは，ボランティアの他に避難者，POSKO 運営者，支援者から
Twitter，Facebook，Mail，電話，トランシーバーといった複数のツールを利用して支援要請




　図５−１３は，JM による支援の流れの 1 例をあらわしたものである。2010 年 11 月 5 日の
19:30 に，JM のボランティア A によって，Klaten 県のある POSKO で 6,000 人分の避難者への
食料が不足していると JM 本部に電話で連絡が入る。JM 本部では，ボランティア A に対して
改めて情報を確認し，6,000 人分の食料支援が必要なこと，連絡先を twitter に投稿した。
twitter に投稿された情報は，JM の twitter をフォローしているフォロワーによって拡散さ
れる。
　最初の連絡からわずか 30 分後，別のボランティア B から食料調達の目処がたち，今は，
































　支援要請に対しては，JM では JM の HP を通じてドナーの募集をしていた ( 図５−１４)。
　支援は，①	Web の情報を元にドナーが直接支援し，支援を受けた後に JM に報告する，②	
JM に連絡のあったドナーと POSKO を JM が結びつける，③	JM に届けられた支援物資から




れ続け，2011 年の 3 月に一斉に閉鎖された。
　表５−２は，JM の活動の中心となった NGO 組織である COMBINE の活動に対する支援元と支援
金をあらわしたものである。
　COMBINE の活動資金の多くは Ford	 Fundation,	 HIVOS,	 World	 Bank 等の組織からの出資に
よるものであった。2010 年に , メラピ火山の噴火があったことから，一部のドナーからは，
COMBINE に対して追加で活動資金を提供していたことが分かる。
　POSKO	 JM の閉鎖以降も ,JM は地域での活動を継続している。現在 (2014 年 1 月 ) では , 新
たに 3 つのコミュニティラジオ局が設置され ,8 つのコミュニティラジオが活動に参加してい
る。2010 年のメラピ火山噴火災害時の JM の活動は , メラピ火山周辺地域でこれまでに行われ
てきた防災活動をつないでいくものであり , メラピ火山周辺地域で , これまでに JM が防災活
動をしていなかった地域でも認知され , 地域コミュニティとのネットワークを構築している。



























５−３−４　Web サイトに集められた情報を利用した支援者による POSKO の設置と運営
　　図５−１５は，当時の JM の HP である。JM の HP では，当時の POSKO の位置やそれぞれの
POSKO が必要としている支援に関する情報にアクセスすることができた。また，トップページ
は，twitter や facebook とリンクしており，タイムリーに移り変わる情報を反映していた。
　JM の Web サイトの情報はオープンアクセスが可能であったことから，避難者の情報を得る
独自の手段をもたない支援者が JM の情報を利用することで支援を行うことが可能であった。
　あるグループの事例をとりあげると，twitter 上でテレビ番組をフォローしていたジョグ
ジャカルタ市内に住む青年男性を中心としたグループ (4 名 ) では，メラピ火山の噴火後に自
分達も何か支援活動が出来ないかを twitter 上で話し合った。
　しかし，彼らにはボランティアの経験も乏しく，どのような支援が求められているのかを
知る方法がなかった。その際に JM の Web サイトの存在を知ることとなり，メンバーの自宅を
利用して支援のための POSKO を開設し，支援活動を展開した。
　彼らのグループでは，情報は JM の Web サイトを利用し twitter を通じて JM と情報交換を
していたが，POSKO の運営に必要な資金や物資は自分達で独自に集めていた。
　メラピ火山が噴火するまで彼らはお互いに顔を合わせたこともない関係であったが，最終
的に twitter を通じて 25 名のボランティアを集め，3 つの POSKO を運営することとなった。
注 5-14)	COMBINE	Resource	Institution:	Annual	Report	2010,	2011.3.1
10/ 1024
(* (-' ,#(' ) 
	 
	
 )  	
(*% '$ ) 		 	
.+' )  	
&%%*',*("*& ) 	 
 ) 	 	
.+'&!*)# )  	






表５−２.	COMBINE の活動に対する支援元，支援金 (2010 年度 )
COMBINE のデータ注5-14) を元に筆者作成
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図５−１５.	Jalin	Merapi の HP	(2010 年 11 月 15 日 )








































































































































































































Maguwoharjo 国際スタジアムや Mandala	 Krida スタジアム，Youth	 Center 等の施設を公式な
POSKO として指定し，多くの住民が避難することとなった。
　しかし，公式の POSKO の容量を越えた避難民が発生し，満員で避難できない住民が公式
POSKO 周辺に集まり，彼らの避難場所としての POSKO が公式の POSKO の周辺で設置された。
　避難対象エリアの拡大により，毎日のように POSKO の設置と閉鎖が繰り替えされ，最初の
噴火から約 2 週間の間は，被災者が POSKO 間を移動し続けることとなった。
　こうした中，NGO 組織である JM では，地域を複数のエリアに分割し，エリア毎に POSKO	
JM を設置した。図５−１７	左側は POSKO	 JM の設置の流れについてあらわしたものである。
POSKO	 JM の当初の役割は，時間と共に変化する POSKO の情報や避難者のニーズを把握するこ
とで，そのさいの情報集約および現地対策拠点といった機能を持った POSKO	 JM を設置した。
POSKO	 JM では , 自前で集めたボランティアが直接現地をまわることで独自に収集し，Web を
通じて JM 本部の 1 ヶ所に集めて公開していた。
　さらに，図５−１７　右側のように ,POSKO	 JM に集められた情報と JM に寄せられた支援を















図５-１７.2010 年メラピ火山噴火災害時の POSKO	JM を設置する過程
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支援物資の受付や分配やボランティアの派遣 , さらには支援の調整といった機能が POSKO	 JM
に追加された。こうして,POSKO	JMによる広域な支援ネットワークが構築されたことによって,




たが，JM は NGO 組織であり，行政区を越えた広域な範囲でのリソースとニーズのマッチング
が行われていた。
②	広域避難時に POSKO を機能させるガバナンス　
　JM は，コミュニティラジオとローカル NGO による災害ネットワーク組織であり，2006 年の
メラピ火山の噴火以降に設立された組織で，メラピ火山周辺地域での防災活動等も行うなど，
地域で継続し , 活動していた。2010 年のメラピ火山の噴火時には , 事前の活動エリアだけで
なく , エリアを超えて支援活動を展開した。その際に , 各地に自主的に設置された POSKO 群
の運営を支援するために，JM では，JM 本部１ヶ所と複数の POSKO	JM を設置した。







のであった。さらに ,JM が集めた情報はオープンアクセス可能であったことから JM の情報を
利用することによって新たな支援ネットワークが構築されることになった。
　また ,2010 年の JM の活動は , それまで JM の活動が認知されていなかったメラピ火山周辺




　JM では POSKO	 JM1 ヶ所をネットワークの基本パッケージとする体制と，地域をエリアにわ
け必要に応じて POSKO	 JM を設置することでネットワークを形成しており，これが被害拡大に
対するしなやかな対応につながっていたと考えられる。また，必要に応じて誰もが簡便に設
置することが可能という POSKO の特性がいかされた対応であったと考えられる。
　JM が POSKO の機能の拡充や縮小だけでなく ,POSKO そのものも増設することによって POSKO	
JM を使いこなしていたことが広域避難時のレジリエントな災害対応につながっていたと考え
られる。また , その際に少数のスタッフではなく , ボランティアであっても POSKO	 JM の責任
者となり ,POSKO	 JM の活動に関しては現場で判断することが可能であったことが早急な対応
につながっていたと考えられる。
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　JM の活動は Web サイトや sns といった情報ツールを災害対応に利用した事例として注目を
集めているが , 実際の POSKO	 JM ではボランティア達が実際に現地に足を運んで情報を集める
というきわめてアナログな手法が用いられており , こうして集められた情報を情報ツールと













































６−２−２　2009 年西スマトラ地震時の POSKO のアダプティブネス







６−３−３　2009 年西スマトラ地震時の POSKO を機能させるガバナンス














　本章では , 第３章から第５章の事例分析を総合し，POSKO の果たす機能にみられるアダプ





















　POSKO を " 仮設 " の " 災害対応拠点 " としてとらえると，人々によって POSKO として認識さ
れるコアの機能と仮設的に設置者によって設けられた，アダプティブネスが発揮される部分
( サブ機能 ) があると考えられる。
　図６−１は，POSKO のアダプティブネスをあらわしたものである。POSKO の主体としては，
何らかの目的のために POSKO 設置を判断する " 設置者 ",	 POSKO を運営していく上で運営の判
断に関わる "運営者 "，設置者の取り決めた目的を POSKO を介して共有する "利用者 "（支援者，
受援者を含む）が考えられる。
　災害対応拠点として POSKO が果たした役割を検証するためには，設置者が POSKO を設置す
る際に想定する	1)	POSKO プランニング時のアダプティブネスと，災害後の時間変化とともに
POSKO を利活用していく中で，POSKO の３つの特徴を元にした 2) 時間変化による POSKO 利用
時のアダプティブネスの 2 つのアダプティブネスが考えられる。



























































































人の庭も設置場所となった。POSKO の設置規模は，集落や RT といった地縁組織が主体となっ
ており，1 つの POSKO が抱える人数は，100 数十人から約 450 人までと様々であったが，どの
POSKO においてもプライバシーへの配慮に関しては大きな問題とはなっていなかった。




確保 ( 仮設住宅，恒久住宅の完成 ) を元に，設置者が判断して POSKO の機能の停止，閉鎖が
行われていた。
６−２−２　2009 年西スマトラ地震災害時の POSKO のアダプティブネス






　図６−３は，2009 年西スマトラ地震時の POSKO のアダプティブネスをあらわしたものである。
Padang 市では，約 5000 人規模の区のレベルが被災者のニーズと支援者からのサポートのマッ








　政府および NGO の POSKO は，2009 年の西スマトラ地震では，インドネシア政府によって
POSKO の設置が規制され，事前にフェーズの設定が行われた上で，政府主導による防災体制に
よる災害対応が行われたこともあり，当初は，NGO も政府の設置した POSKO に所属することと
なった。
　POSKO の機能としては，情報共有および支援調整，そのための会議といったように，緊急
フェーズ ( 災害から 1 ヶ月 ) における災害対応のための戦略拠点といった役割を担っていた。
　緊急フェーズの終了とともに，政府主導による防災体制はなくなったが，いくつかの NGO
は活動を継続するために，新たに独自の POSKO を地域に設置した。
　その際の POSKO の機能としては，それぞれの NGOが独立した POSKO の設置となったことから，
174








































６−２−３　2010 年メラピ火山噴火災害時の POSKO のアダプティブネス
　2010 年のメラピ火山噴火災害時の事例では，災害が広域におよび被害の状況が日々変化
する中で，大きな被害が予想される地域に対する避難指示が行われた。行政は支援を効率化
するために避難区域外の Maguwoharjo 国際スタジアムや Mandala	 Krida スタジアム，Youth	
Center 等の大型の施設を公式な POSKO として指定し，避難区域内の多くの住民が避難するこ
ととなった。しかし，公式の POSKO の容量を越えた避難民が発生したことから，公式の POSKO
に避難できない住民が公式 POSKO 周辺にあふれることとなった。
　こうした中 ,NGO や地域コミュニティは，公式の POSKO に避難することが出来なかった避難
者のための POSKO を各地に設置した。非公式の POSKO の設置場所としては，幹線道路に面し
ている場所が多く，メラピ火山から避難指示エリアのすぐ外縁に集中していた。降灰が続い
ていたことから，降灰を防げる建物が主に POSKO として利用され，学校施設やモスク，教会
などの宗教施設，集落の空家も POSKO として利用された。こうした POSKO は，支援の窓口と
いうよりも避難所としての意味合いが大きかった。
　また，火山噴火災害の状況が深刻化し，避難対象区域が拡大されたこともあり，最初の噴
火から約 2 週間の間は，毎日のように POSKO の設置と閉鎖が繰り替えされ，被災者が POSKO
間を移動し続けることとなった。被災者の移動の原因としては，支援が政府設置の公式な
POSKO に集中したことから，非公式の POSKO では満足な支援を受けることが出来ないものも
あったことも影響していると考えられる。
　図６−４は，NGO 組織である Jalin	 Merapi によって設置された POSKO	 JM のアダプティブネ











　また，Jalin	Merapi では，本部の他にそれぞれのエリアにブランチ POSKO を設置することで，
エリア毎の対応を行っており，対応するエリアの状況によっては，POSKO の機能を追加するだ
けでなく , エリアを細分化し POSKO	JM そのものを増設することで支援活動を継続していた。
　このように，Jalin	 Merapi による POSKO では，状況変化にあわせて POSKO の機能や POSKO
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　さらに ,POSKO	 JM 設置の際には，避難勧告範囲のすぐ外側が選ばれ POSKO	 JM を介して隣接
するエリアに通信が届くように設置場所が決定され，通信ネットワークが構築されていた。
POSKO	 JM には計 20 のモデムがレンタルされ，モデムとラップトップ PC を利用して各 POSKO	









　避難生活を送る際には , こうした被災地の違いに対して POSKO がアダプティブネスを発揮
することが出来ていたのかを , 農村部に被害が集中し，支援元となりえる都市部の被害が軽










住まいの確保とともに POSKO の機能が限定されていくことになる。POSKO での共同生活をおく
りながら，仮の住まいが確保され，住宅が確保されると，POSKO から居住の機能だけが段階的
になくなっていくような対応が半数の集落でみられた。
　2009 年西スマトラ地震の Padang 市の事例では，住宅の再建状況とは関係なく政府の POSKO
は緊急フェーズの終了とともに閉鎖した。しかし，区レベルの POSKO では，政府の POSKO の
閉鎖以降も POSKO を閉鎖することなく継続利用するなどの対応がみられた。また，政府の






























　一方で , 火山噴火災害時には日々状況は変化し , こうした状況の変化に対して POSKO でも
機能を追加することで対応していたことが読みとれる。また，JM では POSKO の機能だけでな
く，状況にあわせて POSKO そのものを増設して対応しており , 非公式の POSKO も開設と閉鎖






　POSKO の設置主体としては，インドネシアには日本の隣組のような RT/RW といった地域組織



























注 6-2)	長坂	俊成 ,池田	三郎：災害リスクガバナンスの戦略と方法 ,	日本リスク研究学会誌，Vol.17,	No.3,	
								pp13-23,	2008
注 6-3)	防災科学技術研究所：地域リスクとローカルガバナンスに関する調査報告，　防災科学技術研究所研究資料




を元に ,6 つの	ガバナンスの概念 ( 説明責任，政治的安定性，政府の効率，規制の程度，法
の支配，汚職 ) に対応する指標がまとめられている。これらの 6 つの指標と所得，教育，保
健などの各指標との相関関係が，クロス・カントリー・データを元に検証が行われている注
6-5) 注 6-6)。
	 Unescap ではグッドガバナンスの 8 つの特性 ( 図６−５) として，Consensus	 oriented	 ( 合
意に基づく ),	Participatory	( 参加 ),	Follows	the	rule	of	law	( 法の支配 ),	Effective	
and	 Effi	cient	 ( 有効性・効率性 ),	 Accountable	 ( 説明責任 ),	 Transparent	 ( 透明性 ),	
Responsive	( 応答責任 ),	Equitable	and	indusive	( 非差別 ) を挙げている注 6-7)。
　本論文では，各事例でのガバナンスをグッド・ガバナンスの特性を元に整理し , その中か
ら３事例において共通して比較可能な特性を，長坂らの指標を参考にし，POSKO の運営体制（組




注 6-5)	近藤	正規 :	ガバナンス指標　-現在の動向と展望 -,	小山田編 :開発途上国における財政運営上のガバナ
























　図６−６は，ジャワ島中部地震時の POSKO の運営体制をあらわしたものである。POSKO を運
営する体制としては，ジャワ島中部地震の被災地の農村部では，地縁組織である村 , 集落 ,RT/
RW が連携して POSKO の運営を行っており , 中間に位置する集落レベルの POSKO の設置者は災
害前からのドゥク ( 集落長 ) だけでなく女性がドゥクの集落では，集落長の夫や RT 長が中心
となった。これは , 災害時の対応においては女性が中心となるより男性が中心のほうがよい
と判断されたためである。各集落では，集落レベルの POSKO	 Utama の有無および，RT レベル
の POSKO	RT を RT 毎に運営するか複数の RT で 1 つの POSKO	RT を運営するかの組み合わせで 4
種類の運営体制がみられた。設置者はそれぞれの RT 長と協力して POSKO の運営が行い，ドゥ






　POSKO 内でのルールとしては , 個人的に支援物資を受け取った場合は，１度 POSKO に支援物





凡例　□：POSKO,　統：統括 POSKO , 　ブ： ブランチ POSKO
　　　
　　　○：運営者 ,　ド：ドゥク ( 集落長 ), 　長：RT 長　
　　　→：運営 , 　　　：各 POSKOの支援範囲





























　また，POSKO 運営にかかるお金に関しては多くの話を聞くことが出来なかったが , テントな
どの必要な物品を集落内で集めたお金を利用して購入する事例は確認出来た。　
　Ngibikan 集落の事例では , ドゥクの所属していた RT で住宅再建が終了したことにより , 他
RTレベルのPOSKOも閉鎖されるなど,複数のPOSKOの運営に関与しているドゥクの存在によっ
て , 下位レベルに位置する POSKO に影響を及ぼしていたことが分かった。こうした事例から
判断すると , まだ POSKO を必要としている人がいたにも関わらず，POSKO が閉鎖されてしまっ
ていた可能性も考えられる。
６−３−３	2009 年西スマトラ地震時の POSKO を機能させるガバナンス
　2009 年西スマトラ地震時は，政府によって個人やグループ単位での POSKO の設置が規制さ
れ，政府主導による防災体制による災害対応が行われた。




　図６−７は，2009 年西スマトラ地震の Padang 市における区の POSKO 運営体制をあらわした
ものである。政府による POSKO の設置の規制の影響もあり，緊急フェーズとして地震から 1 ヶ
月の間は，政府主導による体制で災害対応が行われることになった。州を頂点とした行政組
織によって災害対応体制が構築され,行政組織の末端に位置する区において地域コミュニティ
が POSKO を設置していた。Padang 市では , 緊急時に，地縁組織をベースとして新たな組織を
設立するのではなく，行政単位の区が対応の中心となり，区長を中心として，一部の RT 長が
協力する形で POSKO の運営が行われるという形がとられていた。POSKO	 RT はすべての区で設
置されたわけではなく，一部の区では POSKO	 RT は設置されず，区レベルの POSKO のみで対応
していた。
　また，政府によって禁止されていたにも関わらず個人やグループ単位でのPOSKOも設置され，
こうした POSKO も孤立するのではなく，RT/RW レベルの POSKO を通じて支援を受けていた。












　区長が区レベルと RT/RW レベルの POSKO 運営に関わっていることによって , 行政組織であ
る区が地縁組織である RT/RW と連携し , 政府によって構築された災害対応体制に組み込まれ
ていたとはいえ ,POSKO の運営に関しては独自の判断を元に閉鎖の判断をおこなっていたこと
から , 地域の状況にあわせた対応が可能となっていたと考えられる。
６−３−４	2010 年メラピ火山噴火災害時の POSKO	JM を機能させるガバナンス
　2010 年のメラピ火山噴火災害時には，NGO 組織である Jalin	Merapi	( 以下	JM) が災害対応
に大きく関わることになった。各地に自主的に設置された POSKO 群の運営を支援するために，
JM では，JM 本部１ヶ所と複数の POSKO	JM を設置した。
　これは，それぞれの POSKO	 JM を基礎単位として時間と共に増減する多数の POSKO に対して
支援するという体制を重ねたものであった。
　JM では 20 人のスタッフは JM 本部に配置し，POSKO	 JM にはボランティアのみでも運営でき
図６−７.	2009 年西スマトラ地震時の区の POSKO の運営体制
凡例　□：POSKO,　統： 統括 POSKO , 　ブ：ブランチ POSKO 
　　　
　　　○：運営者 ,　区：区長， 　長：RT 長　
　　　→：運営 , 　　　：各 POSKOの支援範囲


















ていた。自主的に設置された POSKO に対する支援は POSKO 単体ではなく，エリア単位で行われ，
各エリアに POSKO	 JM を設置し，支援が行われていた。被害の拡大に対しては，エリアを細分
化し，POSKO	 JM の基礎単位を増設することによって POSKO の運営支援ネットワークを形成し
ていた。また，Jalin	 Merapi では，他の NGO などが設置した POSKO とも情報共有や支援調整
などの面で連携した運営が行われていた ( 図６−８)。
　JM 本部以外の POSKO	JM の運営にあたっては，ボランティアの中から選ばれたリーダーに運
営の判断が委ねられており，本部への確認がなくとも運営上の判断を下すことが可能であっ
た。但し，POSKO	JM での活動内容に関しては，すべて JM 本部への連絡が義務づけられており，
JM 本部では各 POSKO	JM の活動内容を把握していた。
	JM 本部の意思決定は , ボランティア，支援物資 ,Web のそれぞれの担当者に一任されており ,
それぞれの担当者が自身の判断によって意思決定を行っていた。また ,POSKO	 JM での意思決
定は完全に各 POSKO	 JM のリーダーにゆだねられていたことから，実際にはどのように意思決
定が行われていたのかは明らかにすることが出来なかった。
　JM に届けられた支援は，JM の HP に支援者の情報 ( 連絡先，支援内容等 ) が公開され，支
援が行われた際には情報が更新されており，誰もが HP を介して，支援元と支援先の情報を確




　JM では ,2010 年のメラピ火山噴火以前から被災地で活動を行っていたが ,2010 年のメラ
ピ火山噴火災害時には , 従前のエリアを超えた広域での活動展開を実施していた。その際に
は ,JM という組織そのものの知名度がない地域であっても POSKO	 JM を設置することで , 地域
とつながる窓口となり，地域住民も POSKO を認知することによって POSKO	 JM を利用し ,JM の
支援を受けることが可能となっていたと考えられる。
図６−８.	2010 年メラピ火山噴火災害時の JM の POSKO 運営体制
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　こうした POSKO	JM は , インターネットを利用してインドネシア国内外から JM に集められた
支援と被災地をつなぐ窓口になっていた。
　メラピ火山噴火災害時の JM の取り組みは , 情報ツールを使いこなしていた面が大きく評価
されているが ,POSKO	JM があることによって地域と確実につながっており ,POSKO	JM と被災地





いる。POSKO の災害対応の拠点としての利用は ,1990 年代から確認出来る。この 1990 年は，







たが，各事例を通じて政府の対応を概観した上で , 政府が POSKO をどのように利用してきた
のかについてまとめることとする。


















　本章では , 第３章から第５章の事例分析を総合し，POSKO の果たす機能にみられるアダプ










































対する聞き取り調査をもとにしており，実際には対象とした POSKO を大きく超える数の POSKO
が設置され利用されている。こうした POSKO の中には , 異なった役割を担っている POSKO も
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　POSKO はインドネシア語の『Pos』( 拠点 ) と『Komando』( 命令 ) を起源とするものであり，
インドネシア軍のベースキャンプを起源とし，1990 年代以降 , 自然災害時に設置されるよう
になった。自然災害後に被災者の支援の為の場となり，シェルターや共同の炊事場として利用
される中で，ベースキャンプとしてだけでなく，『Kordinasi』( 調整 )や『Koperasi』( 共同 )
の場としての性格を POSKO が持つようになったと考えられる。










　ほとんどの家屋が全壊した被災農村 Canden 村の地域コミュニティ設置による 53 カ所の













　Padang 市街地に設置された 120 カ所の POSKO のうち , 州を頂点とした行政組織の都市部で
の最小単位である区において地域コミュニティ設置の POSKO がおかれたことに注目し ,区レベ




　後に，BNPB によって支援が集約されるような POSKO 群の運営体制が構築され，地区レベ
ルの POSKO が行政組織である区と地縁組織である RT/RW レベルの POSKO をつなぎ , 地区内の
POSKO 間の活動を調整していたことを明らかにした。













　JM は，コミュニティラジオとローカル NGO による災害ネットワーク組織であり，2006 年の
メラピ火山の噴火以降に設立された組織であり，地域での防災活動等も行うなど，地域で継続
して活動していた。
　2009 年のメラピ火山噴火災害時，JM では，JM 本部１ヶ所と複数の POSKO	 JM を設置した。
JM の災害対応は，それぞれの POSKO	 JM を基礎単位として時間と共に増減する多数の POSKO に
対して支援するという体制を重ねたものであった。POSKO	 JM はすべてボランティアで運営し，
リーダーもボランティアの中から任命されていた。
　各地に設置された POSKO に対する支援は POSKO 単体ではなく，エリア単位で行われ，各エリ
アに POSKO	 JM を設置し，支援が行われていた。被害の拡大に対しては，エリアを細分化し，



















　従前の被災地域とのつながりがなくても，POSKO を設置することで，地域から POSKO そのも
のが認識されることによって ,災害対応を行うことを可能としており，従前に地域との接点の
なかった NGO 組織では，被災地に POSKO を設置することで自らの持つリソースと地域ニーズの
マッチングを可能としていた。こうした NGO 組織によって設置された POSKO もあるエリアを対
象として利用されていた。
　POSKO は，主体となる個人・組織によって "自主的に設置 "される "仮設 "の "拠点 "であり，




　また，" 仮設 " であることから，簡便に設置や移動が可能であり，状況に合わせてコア機能
にサブ機能を付け加えることによって目的にあわせた活用が可能となっている。








POSKO の設置された空間および対象とするエリア，そして POSKO での活動までを含めて POSKO
として認識していた。
　POSKO は，主体となる個人・組織によって "自主的に設置 "される "仮設 "の "拠点 "であり，
" 自主的に設置 " されたものでありながら，POSKO が設置されることによってエリア内とエリ
ア外をつなぐ窓口となり，外部から届けられるリソースを受け止め，エリア内のニーズを発信
することで，リソースとニーズのマッチングが行われていた。　
　また，" 仮設 " であることから，簡便に設置や移動が可能であり，状況に合わせてコア機能
にサブ機能を付け加え ,時には POSKO そのものを増設し ,機能をはたすために適した敷地に設
置することによって災害後の状況変化にあわせた活用が可能となっている。
　さらに，" 拠点 " であることから，設置者だけでなく，対象とするエリア内でのリソースの
有効活用を可能としており，受援者が POSKO を設置することで，地域が混乱し ,被災地の詳細
195
な状況が分からずとも，ある一定の範囲内において届けられた支援を片寄りなく分配すること






















プが自主的に POSKO を設置することが禁止されたが POSKO は設置され，支援を受ける拠点とし
て機能していた。また，政府の統制下においても，行政組織である区は POSKO の運営において
独自の判断を行うことが可能であり , 区が地縁組織の RT/RW とつながり，区長が両者の POSKO
運営に関わることによって連携し ,地域の状況にあわせた災害対応を行っていた。
このように POSKO は，融通無碍なものにもみえるが，個人やグループ，RT/RW, 集落，村，区，
市と様々なレベルの中から，設置者が目的によって設置レベルを選択して設置されており，1
つ 1つが勝手に動くのではなく，内部に複数の POSKO 運営に関わる人物がいることによってゆ
るやかに連携し，POSKO 単体ではなく地域として機能している。
　こうした POSKO は，設置主体によって巧みに使いこなされており ,１つの POSKO に必要以上















われ，行政による支援が困難な状況となった。しかし，NGO 組織の Jalin	 Merapi では，イン
ターネットを通じたインドネシア国内外の支援者と被災地をつなぐ窓口となる POSKO	 JM を設
置し ,POSKO	JM に所属するボランティアが直接被災地をまわって集めた情報を元に支援ニーズ




　POSKO を機能させるガバナンスは , 様々な主体が関わる際にエリアに対して活動が展開され
ている点が重要であり , 異なった主体がそれぞれのレイア上で可能な範囲内で活動を展開し ,
支援漏れがあったとしても , 他のレイアで救うような重層的な支援の関係が構築されており ,
役割分担が行われることによって災害時のしなやかな初期対応につながっていたと考えられ
る。一見すると ,POSKO は雨後の筍のように設置されているようにも見えるが , 複数レイアの

































究	- ジャワ島中部地震被災地	Canden	村の POSKO を事例に -, 日本都市計画学会都市計画論文




Review, 掲載頁未定 ,	2014.3 掲載予定 ,	( 関連章：第３章 ,第５章 )
本塚	智貴 ,	神吉	紀世子：全域的に地震の被害を受けた都市における自主設置型仮設災害対
応拠点群の運営に関する研究	-2009 年西スマトラ地震被災地 Padang 市の POSKO を事例として
-,日本都市計画学会都市計画論文集	第48巻	第3号	pp.843～848,2013.10	(関連章：第４章)
本塚	智貴 ,	神吉	紀世子：広域避難時における仮設災害対応拠点の運営支援ネットワークに
関する研究	-	2010 年メラピ火山噴火災害時の Jalin	Merapi の取り組みを事例として -,	日本









































































































































































































































































































































































































































































































　インドネシアで調査を始めた後も ,毎年のように各地で自主的に POSKO が設置され，自身の
研究の進捗を上回るスピードで POSKO の利用が変化していくことを実感することが出来たの
も ,現場主義に立脚した同コースのおかげだと考えています。








から長きに渡り ,研究室内での指導だけでなく ,研究室外での様々な調査や研究会 ,ワーク
ショップ等への参加の機会を与えて頂きました。さらに ,京都大学 GCOE プログラムアジア・
メガシティの人間安全保障工学拠点へ参加し，本研究を実施する機会を与えて頂き ,遂行にあ















Adishakti 先生 ,Jogja	Heritage	Society・Titi	Handayani 先生 ,Universitas	Andalas 工学
部教授・Elim	Hasan 先生には ,インドネシアにおいて ,現地調査に同行させて頂くとともに ,
調査に必要な手続きや政府機関への紹介状の作成など多大なご支援・ご協力を頂きました。右
も左も分からないインドネシアにおいて ,本論文に係る調査を完了し ,多くのデータの採取が
出来たのは先生方のご協力のおかげです。特に Laretna	T.	Adishakti 先生には ,GadjahMada
大学の研究室での作業も快諾いただき ,多くの機器を利用させていただく等 ,多大なる支援を
頂きました。心より感謝申し上げます。






　メラピ火山噴火災害の調査では ,調査対象とした Jalin	Merapi のメンバーである Lintas	
Merapi	FM のスキマンさん ,NGO 組織の COMBINE の Nasir さん ,Budi さん Mart さん ,Joyo さ
ん ,Tri さん ,Adriani さんには ,彼らの活動への参加や活動地への同行を快く受け入れて頂き




ん ,Yeny	Paulina	Leibo さん ,Priyo	A.	Sancoyo さん ,Satrio	Utomo	Drajat さん ,Jogja	
Heritage	SocietyのDyah	Arnawatiさん,Universitas	Teknologi	Yogyakarta建築コース講師・







　Univ.	of	GadjahMada 工学部の Ito さん ,Putri さん ,Faizana さん ,Universitas	








大学 CARM センター研究員・穂苅耕介氏 ,東京大学工学系研究科建築学専攻外国人特別研究員・	
Shakya	Lata 氏 , 研究員・森重幸子氏 ,Siwaporn	Klinmalai 氏 , 趙賢株氏 ,土井脩史氏 ,岡本
陽平氏 ,葭田和彦氏 ,坂口弘晃氏 ,田窪成貴氏 ,田中由乃氏 ,山川健太氏 ,竹田美理氏 ,太田
裕通氏 ,小山実苗氏 ,波多野あゆみ氏から多くのご協力とご支援を頂きました。特に ,韓勝旭




　なお ,本論文の一部は ,京都大学グローバル COE プログラム「アジア・メガシティの人間安
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